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トップランナー施策の推進（ICTの全面的な活用（ICT土工））

建設現場の働き方革命の実現1. 新たな１５の積算基準を策定
2. 新たな積算基準を策定
3. 平成２８年度にICTの全面展開

全ての土工プロセスでICTを活用

効果：測量作業の簡素化

①測量
現地の地形を設計
図面などを基に
位置や高さなどを
測定します

▲２次元の工事設計図面

▲測量作業風景

測量で得られた３次元データ
は点データの集合で、その一
つ一つが標高等の位置データ
を持っています

※ICT(Information and Communication Technology) ： 情報通信技術

これまでの建設現場 これからの建設現場
UAV（ドローン）やLS
（レーザー
スキャナー）を使って
計測をします

点群データの点を線
で結び、自動で三角
形の面を作ります

①３次元測量
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トップランナー施策の推進（ICTの全面的な活用（ICT土工））

これまでの建設現場 これからの建設現場

②ＩＣＴ施工

３次元データを重機に
読み込み、確認しなが
ら目印（丁張り）無し
で工事を行います

効果：丁張り作業の削減

②工事

設計図面から工事に
必要な位置や高さの
目印（丁張り）を
作ります

▲丁張り風景

目印（丁張り）を
確認しながら工事
を行います 6



トップランナー施策の推進（ICTの全面的な活用（ICT土工））

これまでの建設現場 これからの建設現場

▲提出された検査書類（例）

▲出来形管理風景

③監督・検査

工事が図面どおり完成
したかを巻尺や測量器
械で測定し、確認しま
す（出来形管理）

発注者

OK

計測した点群データと設
計面を自動で比較します

比較した結果を自
動で検査書類を作
成します

効果：出来形管理・検査の簡素化

現地で測定・確認し
た内容を書類にまと
めて検査します

ＵＡＶやＬＳで
計測します

③３次元データを用いた監督・検査
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名称 新規 改訂 本文参照先（URL）

調
査
・
測
量
、
設
計

１ ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） ○
http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.
html

２ 電子納品要領（工事及び設計） ○
http://www.cals-ed.go.jp/cri_point/
http://www.cals-ed.go.jp/cri_guideline/

３ 3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む） ○
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bunya/cals/des.ht
ml

施
工

４ ICTの全面的な活用の実施方針 ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124407.pdf

５ 土木工事施工管理基準（案）（出来形管理基準及び規格値） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou/pdf/280
330kouji_sekoukanrikijun01.pdf

６ 土木工事数量算出要領（案）（施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）を含む） ○ ○
http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sr/
suryo.htm
http://www.mlit.go.jp/common/001124406.pdf

７ 土木工事共通仕様書 施工管理関係書類（帳票：出来形合否判定総括表） ○
http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/in
dex.html

８ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124402.pdf

９ レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124404.pdf

検
査

１０ 地方整備局土木工事検査技術基準（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１１ 既済部分検査技術基準（案）及び同解説 ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１２ 部分払における出来高取扱方法（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１３ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124403.pdf

１４ レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124405.pdf

１５ 工事成績評定要領の運用について ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

積算基準 ＩＣＴ活用工事積算要領（施工パッケージ型積算方式） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124408.pdf

新たに導入する15の新基準
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ICT活用工事の流れ

3次元

ﾃﾞｰﾀに
よる検査

3次元ﾃﾞｰﾀ納品
3次元

出来形管理

3次元
出来高管理

ICT施工
3次元計測

3次元ﾃﾞｰﾀ修
正

3次元ﾃﾞｰﾀの
契約図書化

○2次元図面
⇒3次元

設計ﾃﾞｰﾀ

○UAV(写真測量)
○LS
○TS

3次元設計ﾃﾞｰﾀ
（修正済み）

○MC/MG
ブルドーザ

○MC/MG
バックホウ

6
6
2

6
6
2

○UAV(写真測量)
○LS

出来形ﾋｰﾄﾏｯﾌﾟ

3次元点群ﾃﾞｰﾀ
（当初の現況）

○UAV(写真測量)
○LS
○ICT機械履歴

（ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ・ﾊﾞｯｸ
ﾎｳ・ﾛｰﾗ）

3Dﾃﾞｰﾀによ
る数量算出

3次元点群
ﾃﾞｰﾀ(出来形)

3次元点群ﾃﾞｰﾀ
（施工中の現況）

3次元設計ﾃﾞｰ
ﾀ（発注図相当）

計測点群ﾃﾞｰﾀ(ﾎﾟｲﾝﾄ)
撮影したﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真※1

出来形管理図表(PDF)
or

ﾋﾞｭﾜｰ付き3次元ﾃﾞｰﾀ

○TS
○GNSS

無線受信器
ＧＮＳＳアン

ルPＣ
受信器

合否
判定

出来形評価用ﾃﾞｰﾀ(ﾎﾟｲﾝﾄ)
出来形計測ﾃﾞｰﾀ(TIN)
計測点群ﾃﾞｰﾀ(ﾎﾟｲﾝﾄ)
撮影したﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真※1

数量算出に利用した場合

２次元図面
の修正
（土工以外を含む）

従来管理による
完成図納品

○DVD/BD

※1 UAV(写真測量時)

工事基準点(ﾎﾟｲﾝﾄ)
標定点(ﾎﾟｲﾝﾄ)

3次元計測ﾃﾞｰﾀ(TIN)

計測点群ﾃﾞｰﾀ(ﾎﾟｲﾝﾄ)
計測ﾃﾞｰﾀ(TIN)
撮影したﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真※1

合否
判定
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面的出来形管理
に利用

３次元データによる施工・管理・検査を前提 → 契約図書と位置づけ
○当初設計図書(2次元）と同じ情報を含むことが確認された面的データは施工管理の基準とできる
○面的な設計データを用いて設計数量を算出できる
○面的な竣工データは出来形及び出来高算出が行える

従前 【正（発注図）】 【TS出来形につかうデータ】

＜突合＞

i-Con工事 ＜突合＋変更協議＞

TSの基本設計データ

上記データと同一性が確認できる、
MC,MGで利用されているTINデータ

【正の
設計図とする】

＜数量算出＞

チェックシートの提出・受理

３次元設計データ化
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UAV写真測量／ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅによる起工測量／岩線等の積算区分境界面取得手順

【空撮】

ＧＣＰ（評定点：既知座標）

１：ドローンによる計測

【ｽﾃﾚｵﾏｯﾁﾝｸﾞ処理】

１：ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅによる計測

２：フィルタリング

ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀ

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾞﾃﾞｰﾀ

※地表面以外を削除

＜出来形計測データ＞

点密度：10cm間隔以下
計測精度：±5cm以下

点密度調整

＜数量計測データ＞

点密度：50cm間隔以下
計測精度：±10cm以下

起工測量の実施
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（参考） （１） 無人航空機の飛行の許可が必要となる空域
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（参考） （２） 無人航空機の飛行方法

13

ＩＣＴ建機による施工

ICT建機による施⼯が拡⼤

丁張りによる施⼯

ICT建機による施⼯
ICT⼟⼯⽤積算基準の
導⼊により、ICT建機
による施⼯が拡⼤

ICT建機のリース料を含む新積算基準を平成28年度より導入
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３次元データによる出来形管理

UAVの写真測量等で得られる３次元点群データからなる面的な竣工形状で評価

３次元計測により計測された３次元点群データによる効率的な出来形管理を導入

既存の出来形管理基準では、代表管理断面において高さ、幅、長さを測定し評価

従来

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定・評価は施工延長40m毎
規格値 ：基準高(H)：±5cm

法長 ( )：-10cm
幅 (w)：-10cm

i-Construction

従来と同等の出来形品質を確保できる面的な測定基準・規格値を設定

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定密度は1点/m2以上、評価は平均値と全測点
規格値 ：設計面との標高較差（設計面との離れ）

平場 平均値：±5cm 全測点：±15cm
法面 平均値：±8cm 全測点：±19cm

点群ﾃﾞｰﾀ

1m2に１点以上

H

平場

法面

法面

小段

※法面には小段含む
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作成帳票例（出来形管理図表）

・平均値
・最大値
・最小値
・データ数
・評価面積
・棄却点数

を表形式で
整理

・離れの計算結果の
規格値に対する割合
を示すヒートマップと
して
‐100%～+100%の範
囲で結果を色分け。

・±50%の前後、
±80%の前後が区別

できるように別の色で
明示。

・データのポイント毎
に結果をプロット。

規格値の50%以内に収まっている計測点の個数、規格値の80%以
内に収まっている計測点の個数を明示することが望ましい。

出来形管理帳票の定義

３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）により出来
形の良否判定を行います。

出来形管理基準上の管理項目の計算結果と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用
データの各ポイントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図にて明示します。

出来形管理資料の作成

判定の結果
規格値を外
れると表示
(例示です）
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検査⽇数が⼤幅に短縮
⼈⼒で計測

ＧＮＳＳローバー等で計測

10断⾯ ／ 2ｋｍ

1枚のみ ／ １現場

監督・検査要領（⼟⼯編）
（案）等の導⼊により、
検査にかかる⽇数が
約１／５に短縮

検査書類が⼤幅に削減

受注者
（設計と完成形の比較図表）

工事書類
(計測結果を手入力で作成)

1断⾯のみ ／ １現場

監督・検査要領（⼟⼯編）
（案）等の導⼊により、
検査書類が１／５０に削減

50枚 ／ 2ｋｍ

３次元モデルによる検査

（2kmの⼯事の場合 10⽇→２⽇へ）

ＩＣＴ検査
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ICT活用工事【土工】

建設生産プロセスの下記①～⑤の全ての段階においてICTを全面的に活用する工事であり、
入札公告・説明書と特記仕様書に明示することで対象工事とする。

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理

⑤ ３次元データの納品 (※「ICT活用工事」において、①～⑤の一連の施工を行うことを「ICT活用施工」という。)

（１）対象工種
１）河川土工、砂防土工、海岸土工・・・掘削工、盛土工、法面整形工
２）道路土工・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工

（２）対象工事
・土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

（３）発注方式
１）発注者指定型

発注者の指定によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ＩＣＴ活用工事積算要領」により、
必要な経費を当初設計で計上する。

２）施工者希望型
受注者の希望によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ICT活用工事積算要領」により、

必要な経費を設計変更にて計上する。
このうち、土工量が一定以上の工事は、総合評価落札方式において「ICT活用施工」を評価項目とする。

ⅰ）総合評価で評価項目とする   総合評価段階で希望（提案）する   施工者希望Ⅰ型

※（特例措置）入札は従来施工の費用   希望（提案）業者が受注した場合、契約締結後に必要な経費を変更計上する。

ⅱ）総合評価で評価項目としない   契約後に希望（協議）する   施工者希望Ⅱ型

ICT活用工事【土工】の実施方針
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監督・検査
河川土工 道路土工 施工管理

空中写真測量（無人航空機）
による起工測量

測量 － ○ ○ ①、②、③、⑧

レーザースキャナーによる起
工測量

測量 － ○ ○ ④、⑤

３次元マシンコントロール（ブ
ルドーザ）技術
３次元マシンガイダンス
（ブルドーザ）技術

まきだし
敷均し
掘削
整形

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ○ ○

３次元マシンコントロール
（バックホウ）技術
３次元マシンガイダンス（バッ
クホウ）技術

掘削
整形

ﾊﾞｯｸﾎｳ ○ ○

空中写真測量（無人航空機）
による出来形管理技術（土
工）

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ①、②、③、⑧

レーザースキャナーによる出
来形管理技術（土工）

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ④、⑤

TS・GNSSによる締固め
管理技術

締固め回数
管理

ﾛｰﾗｰ
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

○ ○ ⑥、⑦

【要領一覧】　　　 ①空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
②空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
③無人飛行機の飛行に関する許可・承認の審査要領
④レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑤レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
⑥TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領
⑦TS・GNSSを用いた盛土の締固めの監督・検査要領
⑧UAVを用いた公共測量マニュアル（案）

段階

3次元測量

技術名

ＩＣＴ建設機械
による施工

3次元出来形
管理等の
施工管理

対象作業 建設機械
適用工種

備考

【凡例】　○：適用可能、　△：一部適用可能、　－：適用外

（４）活用可能なICT技術

ICT活用工事【土工】の実施方針
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【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

土工量
1,000m3以上

「ICT活用工事」
に設定

Yes

No

予定価格が
３億円以上

土工量
20,000m3以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】※
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】※
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

No ICT建設機械
の施工

No

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）機械施工経費のみ
変更計上する

Yes

従来施工

《①～⑤の

全面活用を希望し
なかった場合》

(10,000m3以上：Ts出来
形管理使用原則)

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階において
ICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

ICT建設機械の施工等、自主的な活用は
妨げない。（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ対象外）

ICT活用工事【土工】の実施方針

注：浚渫及び水面下の掘削は対象外

※発注者指定型、施工者希望Ⅰ型において、受注者の責によりＩＣＴの全面的な採用ができない場合は、減点の措置を講ずる事とする 20



路体（築堤）盛土（15,000m3）の場合の試算

機械経費 労務費・その他経費

省力化による減ICT建機の導入による増

ICT建機の普及による減

ICT建機の投資に見合う
積算基準を導入

《新たな積算基準のポイント》

①対象工種
・土工（掘削、路体（築堤）盛土、路床盛土）
・法面整形工

②新たに追加等する項目
・ＩＣＴ建機のリース料

（従来建機からの増分）
・ＩＣＴ建機の初期導入経費

（導入指導等経費を当面追加）

③従来施工から変化する項目
・補助労務の省力化に伴う減
・効率化に伴う日当たり施工量の増

従来施工の
1.1倍程度

・ＩＣＴ建機の普及に向け、ＩＣＴ建設機械のリース料などに関する新たな積算基準を策定
・既存の施工パッケージ型の積算基準をＩＣＴ活用工事用に係数等で補正する積算基準

※施工パッケージ型とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、材料費
を含んだ施工パッケージ単価を設定し積算する方式です。

※比較用の試算のため、盛土工のみで試算しています。実際の工事では、ＩＣＴ
建機で行わない土砂の運搬工等の工種を追加して工事発注がなされます。

ＩＣＴ土工用の新たな積算基準
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九州地方整備局

《新たな積算基準のポイント》

①対象工種
・土工（掘削、路体（築堤）盛土、路床盛土）
・法面整形工

②従来施工から変化する項目
・補助労務の省力化に伴う減
・効率化に伴う日当たり施工量の増

従来施工の
1.1倍程度

※施工パッケージ型とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、材
料費を含んだ施工パッケージ単価を設定し積算する方式です。

※比較用の試算のため、盛土工のみで試算しています。実際の工事では、ＩＣＴ建機
で行わない土砂の運搬工等の工種を追加して工事発注がなされます。

ＩＣＴ土工用の新たな積算基準

バックホウ：41,000円/日
ブルドーザ：39,000円/日

バックホウ：598,000円/式
ブルドーザ：548,000円/式

・ＩＣＴ建機の普及に向け、ＩＣＴ建設機械のリース料などに関する新たな積算基準を策定
・既存の施工パッケージ型の積算基準をＩＣＴ活用工事用に係数等で補正する積算基準

従
来
施
工

Ｉ
Ｃ
Ｔ
積
算

施工パッケージ型積算

労務費 機械経費、その他経費

ICT活用工事型積算要領

労務費 機械経費、その他経費 ICT建設機械経費 システム初期費

保守点検費

◆ 3次元起工測量、3次元設計データの作成を行う場合は、見積により設計変更
◆ 3次元出来形管理及び納品等に係る費用は間接費に含まれるため別途積み上げは行わない！

新たに追加する項目

路体（築堤）盛土（15,000m3）の場合の試算

バックホウ：0.05人／日
ブルドーザ：0.11人／日
※土木一般世話役で運転日数分計上
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平成28年度ICT活用工事発注等の状況

地整 発注者指定型 施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型 合計 既契約※

0 24 175 199 －
0 47 110 157 -

うちICT土工を実施 0 45 47 92 (59%) 19
0 71 285 356 －

(  )は、平成29年1月20日時点で、契約済み件数に対するICT土工実施件数の割合

※　既契約とはH28.4.1以前に契約を締結した工事及びH28.4.1以降に施工者希望Ⅰ型、Ⅱ型の対象外として発注した工事で、
　　 契約後、施工者との協議により、設計変更をしてICTを活用することとした工事

九州

公告・契約手続中

契約済み

合計：公告済み件数

発注状況

【参考】 九州地整における ICT土工活用工事の発注状況

※1工事あたり土工量が1,000m3以上の河川土工、海岸土工、砂防土工（掘削工・盛土工・法面
整形工）及び道路土工（掘削工・路体盛土工・路床盛土工・法面整形工）を適用する工事を対象と
する（ダム本体工事・トンネル工事は除く）

※赤文字が九州地方整備局独自運用

件

（参考）全国のICT活用工事：約462件

県別の発注状況とICT活用実施工事件数

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

施工者希望Ⅰ型 5件 8件 5件 9件 12件 11件 21件

施工者希望Ⅱ型 70件 16件 18件 73件 29件 58件 40件

合　　計 75件 24件 23件 82件 41件 69件 61件

ICT活用実施工事件数 11件 8件 12件 21件 10件 17件 32件

※既契約でのICT活用工事は施工者希望型Ⅱ型に含む

ICT活用工事発注状況（平成29年1月20日現在）

111件
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No 事務所名 施工場所 工事名 工事担当者 連絡先（代表） 受注業者

1 福岡県 矢部川高柳地区（上流）築堤工事 H28.8.22 ～ H29.3.17 （株）昭和組

2 福岡県 矢部川鷹ノ尾地区（上流）築堤工事 H28.8.22 ～ H29.3.17 （株）河建

3 福岡県 筑後川高野地区築堤工事 H28.8.22 ～ H29.3.17 濱崎建設（株）

4 福岡県 筑後川城島地区築堤外工事 H28.8.22 ～ H29.3.17 建武工業（株）

5 福岡県 矢部川文広地区上流築堤工事 H28.8.18 ～ H29.3.17 木原建設（株）

6 福岡県 矢部川徳島地区築堤外工事 H28.9.30 ～ H29.2.28 （株）河建

7 福岡県 矢部川本郷地区築堤工事 H28.10.21 ～ H29.3.17 (株)廣瀬組

8 福岡県 筑後川宮ノ陣地区堤防補強外工事 河川環境課長 H28.10.14 ～ H29.3.17 堤工業(株)

9 福岡県 福地川下境地区築堤工事 H28.9.24 ～ H29.3.10 （株）大和土木

10 福岡県 福地川上境地区築堤工事 H28.9.21 ～ H29.3.10 中川建設（株）

11 福岡国道事務所 福岡県 福岡２０８号　矢加部地区改良工事 建設監督官（南部） 0944-74-2930 H28.8.18 ～ H29.2.28 （株）中村組

12 佐賀県 佐賀４９７号府招長田地区西改良工事 H28.8.30 ～ H29.2.28 （株）下村建設

13 佐賀県 佐賀４９７号府招長田地区東改良工事 H28.9.2 ～ H29.3.3 岡本建設（株）

14 佐賀県 佐賀４９７号府招平松地区北改良工事 H28.9.2 ～ H29.3.21 （株）岸本組

15 佐賀県 佐賀４９７号上万場地区南改良工事 H28.11.1 ～ H29.3.15 笠原建設（株）

16 佐賀県 佐賀４９７号上万場地区北改良工事 H28.11.1 ～ H29.6.30 唐津土建工業（株）

17 佐賀県 佐賀４９７号府招長田地区下改良工事 H28.9.15 ～ H29.6.30 笠原建設（株）

18 佐賀県 佐賀４９７号府招道源地区下改良工事 H28.9.13 ～ H29.3.31 峰組・石丸建設（共）

19 佐賀県 みやき地区改良外工事 交通対策課長 H28.9.13 ～ H29.2.28 下村建設(株)

20 長崎県 長崎４９７号調川地区改良工事 H28.7.8 ～ H29.1.31 （株）上滝

21 長崎県 長崎４９７号志佐地区改良工事 H28.6.11 ～ H28.12.28 （株）田浦組

22 長崎県 長崎４９７号仏坂地区改良３期工事 H28.6.28 ～ H29.1.31 （株）誠伸建設

23 長崎県 長崎４９７号志佐地区改良３期工事 H28.9.8 ～ H29.3.3 （株）梅村組

24 長崎県 鷲崎第３樋管新設及び築堤外工事 調査第一課長 H28.6.24 ～ H29.2.28 竹下建設工業（株）

25 長崎県 水無川４号砂防堰堤改築他工事 H27.12.15 ～ H29.1.31 青木あすなろ建設（株）

26 長崎県 水無川２号砂防堰堤左岸堤体部改築工事 H28.3.17 ～ H28.10.31 （株）上滝

27 長崎県 水無川１号砂防堰堤右岸袖部改築外工事 H28.9.15 ～ H29.3.15 宅島建設（株）

28 長崎県 水無川２号砂防堰堤右岸盛土外工事 H28.9.21 ～ H29.3.15 柴崎建設（株）

29 長崎県 水無川右岸土砂掘削その他工事 H28.6.28 ～ H28.12.17 （株）上滝

30 長崎県 水無川左岸土砂掘削その他工事 H28.6.29 ～ H28.12.17 本田建設（株）

31 長崎県 水無川土砂掘削その他工事 H28.7.1 ～ H28.12.17 柴崎建設（株）

32 熊本県 平成２８年度災害復旧緑川釈迦堂地区外堤防復旧工事 工務第一課長 H28.8.26 ～ H29.3.15 中内・昇ＪＶ

33 熊本県 九州横断道（嘉島～山都）北中島地区改良３期工事 H28.7.1 ～ H29.10.31 五領建設（株）

34 熊本県 九州横断道（嘉島～山都）高木地区改良４期工事 H28.6.15 ～ H29.1.31 明治建設（株）

35 熊本県 緑川甲佐地区環境整備工事 河川管理課長 H28.10.21 ～ H29.2.28 矢部開発（株）

36 熊本県 球磨川上流部河道整備その１工事 H28.3.19 ～ H28.12.31 （株）江川組

37 熊本県 球磨川上流部河道整備その２工事 H28.3.29 ～ H28.12.31 味岡建設（株）

※本工事は、施工者希望型で、受発注者の協議が整い、実施が決定した工事です。

八代河川国道事務所 工務第一課長

熊本河川国道事務所 096-382-1111工務第三課長

0965-32-4135

長崎河川国道事務所
工務課長

095-839-9211

雲仙復興事務所 砂防課長 0957-64-4171

遠賀川河川事務所 工務課長  0949-22-1830

佐賀国道事務所
工務課長

0952-32-1151

工事工期

筑後川河川事務所
工務第一課長

0942-33-9131

＜参考資料＞九州地整におけるICT土工の導入現場（１／３） H29.1.20現在
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No 事務所名 施工場所 工事名 工事担当者 連絡先（代表） 受注業者

38 熊本県 球磨川上流部河道整備その３工事 H28.3.23 ～ H28.12.31 （株）白砂組

39 熊本県 球磨川上流部河道整備その４工事 H28.3.23 ～ H28.12.31 丸昭建設（株）

40 熊本県 球磨川上流部河道整備その５工事 H28.3.26 ～ H28.12.31 （株）土井組

41 熊本県 球磨川上流部河道整備その６工事 H28.3.18 ～ H28.12.31 三和建設（株）

42 熊本県 球磨川中流部河道整備工事 H28.9.1 ～ H29.2.28 味岡建設（株）

43 熊本県 熊本３号小津奈木地区改良２工区外工事 H28.7.5 ～ H29.1.31 （株）中山建設

44 熊本県 熊本３号水俣ＩＣ部改良１工区外工事 H28.7.15 ～ H29.3.30 味岡建設（株）

45 熊本県 熊本３号長野地区改良１工区工事 H28.9.15 ～ H29.3.31 味岡建設（株）

46 熊本県 熊本３号水俣ＩＣ部函渠工外工事 H28.7.30 ～ H29.3.15 味岡建設（株）

47 熊本県 熊本３号大迫地区法面１工区工事 H28.8.3 ～ H29.3.15 (株)土井組

48 熊本県 中川橋上流地区堤防整備工事 H28.6.2 ～ H28.12.9 （株）皆本建設

49 熊本県 竈門上流地区河道掘削その他工事 H28.7.26 ～ H28.12.28 （株）池田建設

50 熊本県 竈門中流地区河道掘削その他工事 H28.7.27 ～ H28.12.28 （株）八方建設

51 熊本県 大浜上流地区堤防整備工事 H28.7.26 ～ H29.2.28 （株）熊野組

52 熊本県 小原中流地区堤防整備工事 H28.8.5 ～ H29.2.28 （株）熊野組

53 大分県 大分２１２号三光本耶馬渓道路三光田口地区第６工区改良工事 H28.9.28 ～ H29.3.21 （株）菅組

54 大分県 大分２１２号三光本耶馬渓道路跡田地区工事用道路外工事 H28.8.11 ～ H29.1.31 河津建設（株）

55 大分県 大分２１２号三光本耶馬渓道路田口ＩＣ地区構造物設置外工事 H28.9.15 ～ H29.3.21 （株）川原建設

56 大分県 大分２１２号三光本耶馬渓道路田口ＩＣ地区第２工区改良工事 H28.9.15 ～ H29.3.21 （株）川原建設

57 大分県 大分５７号大野竹田道路挟田地区第２工区改良外工事 H28.9.24 ～ H29.3.28 （株）盛田組

58 大分県 大分５７号大野竹田道路三宅地区構造物設置外工事 H28.9.24 ～ H29.3.28 谷川建設工業（株）

59 大分県 大分５７号大野竹田道路竹田ＩＣ地区第３工区改良外工事 H28.10.5 ～ H29.3.28 後藤建設（株）

60 大分県 大分５７号大野竹田道路竹田千引跨道橋下部工外工事 H28.10.8 ～ H29.10.31 （株）盛田組

61 大分県 中川原地区築堤護岸工事 H28.9.14 ～ H29.3.15 （株）川原建設

62 大分県 平田地区掘削築堤工事 H28.9.28 ～ H29.3.15 笹原建設（株）

63 宮崎県 皇子川２第１砂防堰堤その他工事 H28.7.1 ～ H29.2.28 （株）志多組

64 宮崎県 武床谷第１砂防堰堤右岸工事 H28.7.1 ～ H29.1.31 吉原建設（株）

65 宮崎県 大幡第１０砂防堰堤その他工事 H28.7.1 ～ H29.2.10 龍南建設（株）

66 宮崎県 中山谷３遊砂地下流その他工事 H28.9.1 ～ H29.3.10 永野建設（株）

67 宮崎県 宮崎１０号南横市地区跨道橋下部工（その２）外工事 H28.8.30 ～ H29.3.24 富岡建設（株）

68 宮崎県 宮崎１０号南横市地区改良（その２）工事 H28.9.28 ～ H29.3.15 吉原建設（株）

69 宮崎県 東九州道（清武～北郷）芳ノ元地区改良外工事 H28.10.19 ～ H30.3.30 富岡建設（株）

70 宮崎県 宮崎１０号蓑原地区改良工事 H29.1.11 ～ H29.10.31 永野建設（株）

71 宮崎県 川原田地区根固補修工事 河川管理課 H28.11.10 ～ H29.3.15 （株）藤元建設

72 宮崎県 五ヶ瀬川野田地区上流掘削護岸工事 H28.9.17 ～ H29.5.31 （株）綾建設

73 宮崎県 昭和町下流地区掘削護岸外工事 H28.9.27 ～ H29.3.15 （株）伊東建設

74 宮崎県 昭和町上流地区掘削護岸外工事 H28.9.21 ～ H29.3.15 上田工業（株）

※本工事は、施工者希望型で、受発注者の協議が整い、実施が決定した工事です。

0982-31-1155延岡河川国道事務所

工事工期

八代河川国道事務所

工務第一課長

0965-32-4135

宮崎河川国道事務所

工務第二課長

0985-24-8221

工務第三課

工務第一課

佐伯河川国道事務所 工務課長 0972-22-1880

山国川河川事務所 管理課長 0979-24-0571

菊池川河川事務所 工務課長 0968-44-2171

大分河川国道事務所 工務第二課長 097-544-4167

工務第二課長

＜参考資料＞九州地整におけるICT土工の導入現場（２／３）
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H29.1.20現在

No 事務所名 施工場所 工事名 工事担当者 連絡先（代表） 受注業者

75 宮崎県 宮崎１０号　小峰地区改良工事 H28.7.1 ～ H28.11.30 （株）五幸建設

76 宮崎県 宮崎２１８号　折原地区改良外工事 H28.7.28 ～ H29.3.31 （株）竹尾組

77 宮崎県 宮崎２１８号　深角南地区改良工事 H28.9.21 ～ H29.3.17 上田工業（株）

78 宮崎県 宮崎２１８号　深角北地区改良工事 H28.9.24 ～ H29.3.17 日新興業（株）

79 宮崎県 平成２８年度　北川地区改良工事 道路管理課 H28.9.28 ～ H29.3.15 （株）坂下組

80 鹿児島県 吉松地区中流堤防強化工事 H28.6.1 ～ H29.1.31 ヤマグチ(株)

81 鹿児島県 吉松地区上流堤防強化工事 H28.6.1 ～ H29.1.31 林建設(株)

82 鹿児島県 楠元地区堤防強化工事 H28.3.25 ～ H28.12.28 外薗建設工業(株)

83 鹿児島県 鶴田ダム再開発鶴田上流地区地すべり対策工事 H28.8.17 ～ H29.2.20 （株）田島組

84 鹿児島県 金波田地区下流掘削工事 H28.10.1 ～ H29.6.30 (株)田代組

85 鹿児島県 金波田地区上流掘削工事 H28.10.1 ～ H29.6.30 外薗建設工業(株)

86 鹿児島県 大小路地区掘削護岸１工区工事 H28.9.30 ～ H29.3.15 鎌田建設(株)

87 鹿児島県 大小路地区掘削護岸２工区工事 H28.10.1 ～ H29.3.15 薩摩建設(株)

88 鹿児島県 大小路地区掘削護岸３工区工事 H28.10.1 ～ H29.3.15 林建設(株)

89 鹿児島県 鹿児島３号上水流地区２工区舗装工事 H28.6.3 ～ H29.2.28 前田道路（株）

90 鹿児島県 鹿児島３号前田地区２工区改良工事 H28.7.6 ～ H29.2.3 （株）渡辺組

91 鹿児島県 鹿児島３号前田地区３工区改良工事 H28.7.1 ～ H28.12.28 こうかき建設（株）

92 鹿児島県 鹿児島３号出水北ＩＣ２工区改良工事 H28.8.17 ～ H29.3.15 丸福建設（株）

93 鹿児島県 鹿児島３号櫓木地区２工区改良工事 H28.8.27 ～ H29.3.15 丸福建設（株）

94 鹿児島県 鹿児島３号出水北ＩＣ１工区改良工事 H28.9.13 ～ H29.3.21 （株）植村組

95 鹿児島県 鹿児島３号西前田地区１工区改良工事 H28.9.21 ～ H29.3.21 ヤマグチ（株）

96 鹿児島県 鹿児島３号福ノ江地区１工区舗装工事 H28.7.6 ～ H28.11.18 南生建設（株）

97 鹿児島県 鹿児島３号福ノ江地区２工区舗装工事 H28.7.5 ～ H28.12.22 ヤマグチ（株）

98 鹿児島県 鹿児島３号福ノ江地区３工区舗装工事 H28.6.16 ～ H29.3.3 東亜道路工業（株）

99 鹿児島県 鹿児島３号福ノ江地区４工区舗装工事 H28.7.6 ～ H29.3.21 （株）渡辺組

100 鹿児島県 長谷川４号床固工・右岸導流堤工事 H28.8.6 ～ H29.3.15 （株）野添土木

101 鹿児島県 長谷川５号床固工・右岸導流堤工事 H28.8.17 ～ H29.3.15 丸福建設（株）

102 鹿児島県 長谷川６号床固工・右岸導流堤工事 H28.8.10 ～ H29.1.31 （株）鹿大丸

103 鹿児島県 野尻川外除石工・堰堤等補修工事 H28.9.3 ～ H29.3.31 丸福建設（株）

104 鹿児島県 中福良橋架替（旧橋撤去）工事 H28.9.15 ～ H29.3.31 （有）山之口建設

105 鹿児島県 長谷川渓流保全工外工事 H28.9.21 ～ H29.3.30 （株）植村組

106 鹿児島県 春松川３号堰堤補修補強その他工事 H28.4.1 ～ H28.9.30 （株）久保工務店

107 鹿児島県 東九州道（大崎～鹿屋）立小野堀地区改良工事 H28.6.30 ～ H29.1.31 （株）三共建設

108 鹿児島県 東九州道（大崎～鹿屋）岩永堀跨道橋下部工工事 H28.9.2 ～ H29.3.15 肝付土建（株）

109 鹿児島県 東九州道（志布志～大崎）坂上地区改良工事 H28.9.14 ～ H29.3.14 佐藤建設（株）

110 鹿児島県 東九州道（大崎～鹿屋）天神地区（第２工区）改良工事 H28.9.21 ～ H29.3.15 肝付土建（株）

111 鹿児島県 東九州道（志布志～大崎）下堀地区側道外工事 H28.9.6 ～ H29.1.31 （株）池田建設

※本工事は、施工者希望型で、受発注者の協議が整い、実施が決定した工事です。

延岡河川国道事務所

工事工期

大隅河川国道事務所

工務第一課長

0994-65-2541

工務第二課長

川内川河川事務所 工務課長 0996-22-3271

鹿児島国道事務所 工務課長 099-216-3111

工務第二課
0982-31-1155

＜参考資料＞九州地整におけるICT土工の導入現場（３／３）
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九州地整における ICT土工の土工量別の実施件数

土工量別の実施件数

※5,000m3未満の小規模な工事においてもICT土工を実施している。

27

H29.1.20現在

5千m3未満は21件

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

2.ICT土工の活用事例等

28



平成２８年度 長崎４９７号調川地区改良工事

ＩＣＴ土工導入事例①

3DＭＣバックホーによる
リッパー掘削（軟岩）

3DＭＣバックホーによるリッパー掘削（軟岩） モニター確認

UAV測量の検証を行

い、現場での実効性
を確認

●工期：「起工測量においてUAV使用により、測量日数が16日から10日に短縮
できた」

●施工：「ICT建機の活用で経験の浅いオペレーターでも高精度に仕上げること
が出来る。また設計面より深堀しないため、やり直しがない」

●品質：「施工が面的施工なるため、品質向上が期待できる」
●安全：「測量および掘削作業時の丁張設置作業が不要となることにより、法面

からの転落等の危険性が無くなった」

現場の声 （株）上滝
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平成２８年度 長谷川５号床固工・右岸導流堤工事

ＩＣＴ土工導入事例②

ＭＣバックホーによる
切土法面整形

UAV測量の検証を行い、現場
での実効性を確認

施工者自らで３次元設計データを作成。同時に施工する構造物も３次元化し
合成することでより詳細な地形把握、数量算出を行うことが可能になった。

●工期：「UAV使用により起工測量(縦横断測量)の日数が約9日間から5日間に短縮」
●精度：「従来手法に比べ短時間で土量算出等が正確に算出。」
●施工：「経験3年目の運転者でも容易に法面整形作業を行え、高精度に仕上げられた」
●品質：「3次元設計データによりICT機械が自動制御されるため、法面等の均一な施工が可能。」
●安全：「測量及び法面整形時において、手元作業員が重機作業エリアに入ることがなくなり接触事故等の危険性が大幅に軽減。」

現場の声 丸福建設(株)
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工事名：宮崎２１８号 深角地区改良工事

発注者：九州地方整備局 延岡河川国道事務所

受注者：株式会社 竹尾組

工事場所：宮崎県西臼杵郡日之影町七折地先

工 期：平成27年3月17日～平成28年3月31日

高千穂日之影道路（L=5.1km）改良工事

掘削工：28,310m3

盛土工：5,000m3

法面整形工：3,820m2

排水構造物工：1式

仮設工：1式

防護柵工：197m

舗装工：864m2

情報化施工対象工種

○工事内容

● 工事概要

【計画平面図】
撮影方向①

撮影方向②

ＩＣＴ土工導入事例③

31

ＩＣＴ土工導入事例③（参考）
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ＩＣＴ土工導入事例③ （参考）

33

ＩＣＴ土工導入事例④ （発注者：新潟県）

新潟県上越市板倉区 国川地区 地すべり対策工事

●工期：「ＩＣＴ建機を使用することで、丁張り設置の待ち時間、手戻り等が無くなるため作業効率が向上し、工期短縮が期待できる。」
●施工：「ＩＣＴ建機を使用することにより、余掘り量の低減・過掘りの心配が無くなり安定した施工ができる。」
●品質：「重機内モニターで完成形状を確認しながらの作業を行うので、高い品質高い精度で施工ができる。」
●安全：「従来は、法面整形作業に補助作業員必要であったが、ＩＣＴ施工においては必要ないので接触事故を防止することができる。」

現場の声（田中産業㈱）
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石川県加賀市 H27南加賀道路改良工事

ＩＣＴ土工導入事例⑤ （発注者：石川県）

●効率：「法面整形の施工では、１日当たりの施工量が２割程度向上した。
また、施工段階に応じた丁張りの設置や従来方法の測量による出来形の確認がなくなり、事務所でのデスクワークが円滑に進む。」

●精度：「測点だけでなく、全ての施工箇所において、建機操作室内のモニターで仕上がり状況が確認できるので精度の向上につながる。」
●施工：「マシンコントロール油圧ショベルだと深堀りしないので、経験の浅いオペレータでも、設計通りに法面整形の操作ができる。」
●品質：「丁張りが不要となるため、盛土工では、より均一な締固めが可能。」
●安全：「機械周辺での人による作業が大幅に削減され、作業員と建機との接触の危険性が減り、安全が確保できる。」

現場の声（(株)山組）
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ＩＣＴ土工導入事例⑥ （発注者：静岡県）

静岡県焼津市 静岡県水産技術研究所等用地整備工事

●工期：UAVの使用により、従来は2、3日かかっていた起工測量が半日で完了した。
●施工：ICT建機の活用により、丁張りも補助作業員も不要になり、より少ない人数で、安全に、精度の高い施工が行えた。
●検査：非常に高い精度で仕上がっている。熟練技能者でなくても精度の高い施工が可能なので、精度のばらつきへの評価法は検
討が必要ではないか。
●現場代理人の声：ＩＣＴ活用工事の先進的な作業は魅力的に感じた。今後の工事でも活用を検討したい。

現場の声（(株)山組）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

3. 15の新基準と
施工管理、監督・検査の方法

37

１－１ 本要領の位置づけ

受注者
（施工会社）

監督・検査職員

使用者

ＵＡＶ・LS出来形管理

とは？

管理項目・基準は？

提出書類は？

書類の確認項目は？

検査項目・頻度は？

立ち会い方法は？

基準類

ＵＡＶ・ＬＳを用いた出来形管理の
監督・検査要領（土工編）

ＵＡＶ・ＬＳを用いた出来形
管理要領（土工編）

～ICT活用の手引き～（Ｐ７）
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１－２ 出来形管理要領の目的と範囲

①施工計画書への記載内容

ＵＡＶ ： 撮影機材（ＵＡＶ及びデジタルカメラ）、ソ
フトウェア、撮影計画

ＬＳ ： 計測機材（LS）、ソフトウェア

②３次元設計データの作成・確認方法

③ ＵＡＶによる工事測量、出来形計測方法

LＳによる出来形計測方法

④出来形管理基準および規格値

⑤品質管理及び出来形管理写真基準

⑥電子成果品の納品方法

主な記述内容

ＵＡＶ・ＬＳによる出来形計測および出来形管理を、
効率的かつ正確に実施するための方法を明確化す
ること

①ＵＡＶ・ＬＳを用いた出来形計測の基本的な取扱
い方法や計測方法

②取得データの処理方法

③各工種における出来形管理の方法と具体的手順、
出来形管理基準及び規格値

目的

施
工
計
画

引
渡
し

工
事
受
注

完
成
検
査
準
備

施

工

準備工
･基準点測量

準備工
・起工測量
･UAV・デジカメ・LSの準備
･標定点・検証点の設置
･３次元設計データの作成
・撮影計画（ＵＡＶの場合）

出
来
高
計
測

完
成
検
査

本要領の適用の範囲

出
来
形
計
測

～ICT活用の手引き～（Ｐ８）
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１－３ 監督・検査要領の目的と範囲

主な記述内容目的

施
工
計
画

引
渡
し

工
事
受
注

完
成
検
査
準
備

施

工

準備工
･基準点測量

準備工
・起工測量
･UAV・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗの準備
･標定点・検証点の設置
･３次元設計データの作成
・撮影計画

出
来
高
計
測

完
成
検
査

本要領の適用の範囲

出
来
形
計
測

・UAV・ＬＳを用いた出来形管理に係わる
監督・検査業務の必要事項を定め、
適切に実施すること。

・ 受注者に対しても、施工管理の各段階で、より作
業の確実性や自動化・省力化が図られるように、
具体的な実施方法等を示す。

①監督職員、検査職員の実施項目

・施工計画書の記載事項確認

・３次元設計ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸｼｰﾄの確認

・ＵＡＶ ： カメラキャリブレーション及び精度確認試験
結果報告書の確認 など

・ＬＳ ： 精度確認試験結果報告書の把握 など

②出来形管理基準および規格値

③品質管理及び出来形管理写真基準

～ICT活用の手引き～（Ｐ９）
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通
常
積
算

契

約

３
Ｄ
設
計
デ
ー
タ
作

成 Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
設
機
械

に
よ
る
施
工

３
次
元
出
来
形
管
理

３
次
元
デ
ー
タ
の
納
品

施
工
計
画
書

記
載

設
計
変
更
協
議
会

施
工
協
議

起
工
測
量

施
工
履
歴
デ
ー
タ
に
基
づ
く

出
来
高
部
分
数
量
算
出

完
成
検
査

積

算

公

告

見
積
提
出

３
Ｄ
施
工
範
囲
協
議

３
Ｄ
起
工
測
量

８，９出来形管理要領に記載

３
Ｄ
設
計
デ
ー
タ
に
基

づ
く
数
量
算
出

設
計
図
書
の
照
査

標
定
点
等
設
置
・検

証
点
で
の
精
度
確
認

受
注
者

発
注
者

３
Ｄ
設
計
デ
ー
タ

３
Ｄ
設
計
・
地
形
デ
ー

タ
結
果
・
チ
ェ
ッ
ク

シ
ー
ト
提
出

設
計
変
更
協
議
会

数
量
総
括
表

数
量
総
括
表

既
済
部
分
検
査

（実
地
検
査
）
省
略

標
定
点
等
設
置
・検

証
点
で
の
精
度
確
認

３
Ｄ
出
来
形
測
量

施
工
計
画
書
確
認

３
Ｄ
設
計
確
認

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
提
出

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
確
認

数
量
算
出
に
用
い
た

設
計
・
計
測
デ
ー
タ

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
確
認

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
提
示

実
地
検
査

【凡例】
１３，１４監督検査要領に記載

６ 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）
１２部分払における出来高取扱方法（案） に記載

納

品

設
計
図
書
３
Ｄ
化
指
示

１－４ ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成までの流れ ～ICT活用の手引き～（Ｐ１０）
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3．情報化施工工事の設定 3．ICT活用工事の設定

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 1/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

受注者 発注者

機器・ソフトウェ
ア等の準備段階

施工計画・準
備段階

発注段階
・設計図書等の準備
・積算
・評価項目の設定

（総合評価落札方式の場合）

発注【発注担当者】

・設計図書等の貸与

・設計図書の３次元化の指示の了解

受注者 発注者

・具体の工事内容及び対象範囲の協議
監督事項

・具体の工事内容及び対象範囲の受
理・確認

（施工者希望Ⅱ型の場合）

監督事項
・設計図書の3次元化の指示

監督事項
・ICT施工希望の受理・指示

・ICT施工を希望する旨の提案・協議

機器・ソフトウェ
ア等の準備段階

施工計画・準
備段階

発注段階
・設計図書等の準備
・積算
・評価項目の設定

（総合評価落札方式の場合）

2．機器・ソフトウェア等の選定

・機器、ソフトウェアの選定、調達

発注【発注担当者】

・設計図書等の貸与

本手引きの対象範囲

監督事項

・電子納品・電子検査の事前協議の
実施・決定

発注者事項
・3次元起工測量経費、3次元設計
データ作成経費の見積り提出依頼

・３次元起工測量経費、３次元設計デー
タ作成経費の見積り提出

監督事項
・施工合理化調査の指示

・施工合理化調査の指示の了解

注）
UAV出来形管理:空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
LS出来形管理:レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）

・新技術活用計画書の作成(必要に応じ
て）

監督事項
・新技術活用計画書の受理・確認・新技術活用計画書の作成 監督事項

・新技術活用計画書の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示
・施工合理化調査の指示

・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示の了解
・施工合理化調査の指示の了解

監督事項

・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工着手前】の受理・
確認

・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工着手前】の作成

・電子納品・電子検査の事前協議

2．機器・ソフトウェア等の選定

・機器、ソフトウェアの選定、調達

監督事項

・電子納品・電子検査の事前協議の
実施・決定

・電子納品・電子検査の事前協議

（施工者希望Ⅰ型の場合 入札時）

・ICT活用工事計画書の提出

1.ICT活用工事はどのよう
に設定するのか。

～ICT活用の手引き～（Ｐ１１）
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6．測量成果簿の作成 6．測量成果簿の作成

5．工事基準点の設置

4．施工計画書（起工測量）

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 2/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

受注者 発注者 受注者 発注者

（LS出来形管理の場合）
監督事項

・精度確認試験結果報告書の受理・確
認・精度確認試験結果報告書の作成

5．工事基準点の設置

4．施工計画書（起工測量）

・施工計画書（起工測量編）の作成
監督事項

・施工計画書（起工測量編）の受理・確
認

監督事項
・測量成果簿の受理・確認

・起工測量
・測量成果簿の作成

・工事基準点の設置

・施工計画書（起工測量編）の作成

（UAV出来形管理の場合）

監督事項

・施工計画書（起工測量編）の受理・確
認

監督事項

・カメラキャリブレーション及び精度確認
試験結果報告書の受理・確認

監督事項
・測量成果簿の受理・確認・起工測量

・測量成果簿の作成

・カメラキャリブレーション及び精度確
認試験結果報告書の作成

・工事基準点の設置

７．基本設計データの作成

監督事項

・受注者による基本設計データの照査
状況の確認

・基本設計データの作成
・基本設計データの照査

７．3次元設計データの作成

監督事項
・受注者による3次元設計データの照査
状況の受理・確認

・3次元設計データの作成
・3次元設計データの照査

施工計画・準
備段階

施工計画・準
備段階

８．設計図書の照査

監督事項

・受注者による設計図書の照査状況の
受理・確認

・設計図書の照査

８．設計図書の照査
監督事項

・受注者による設計図書の照査状況の
受理・確認・設計図書の照査

９．施工計画書（工事編）

・施工計画書（工事編）の作成

・設計図書の照査、起工測量結果の
反映

監督事項
・施工計画書（工事編）の受理・確認

９．施工計画書（工事編）

・施工計画書（工事編）の作成

・設計図書の照査、起工測量結果の反
映

監督事項
・施工計画書の受理・確認

本手引きの対象範囲

5．工事基準点の設置5．工事基準点の設置

監督事項
・基準点等の指示

・基準点等の指示の了解
・基準点等の指示の了解

監督事項
・基準点等の指示

2.UAVを用いた起工測量
の留意点は？

3.３次元設計データの

作成方法は？照査方
法は？

～ICT活用の手引き～（Ｐ１２）
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１２.電子成果品

１１．出来形管理

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 3/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

・数量計算の方法の協議
・３次元設計データ＋設計数量の協議

１０．出来形管理、検査

受注者 発注者

出来形管理段
階

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

監督事項
・出来形計測状況の立会い確認
・出来形管理帳票の受理・確認
・出来形計測データの立会い確認

施工段階 河川土工・道路土工・舗装

受注者 発注者

監督事項
・出来形管理帳票の受理・確認

監督事項

・数量計算の方法の受理・確認
・３次元設計データ＋設計数量の受
理・確認

出来形管理段
階

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

施工段階 河川土工・海岸土工・砂防土工・道路土工

・設計図書等の変更
・変更数量算出
・変更積算
・変更契約

変更契約処理【発注担当者】

・設計図書等の変更
・変更数量算出
・変更積算
・変更契約

変更契約処理【発注担当者】

変更段階 変更段階

１３.検査

・書面検査
・実地検査

検査事項
・書面検査・実地検査

検査段階

完成段階

・電子成果品の作成

監督事項
・電子成果品の受理・確認

１１.電子成果品

１２.検査

・書面検査
・実地検査

検査事項
・書面検査・実地検査

検査段階

完成段階
・電子成果品の作成

監督事項
・電子成果品の受理・確認

監督・検査事項
・工事成績評定

監督・検査事項
・工事成績評定

本手引きの対象範囲

１０．施工段階

・新技術活用効果調査表の作成

監督事項
・新技術活用効果調査表の受理・確認・新技術活用効果調査表の作成

監督事項
・新技術活用効果調査表の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査票の受理・確認

・ｱﾝｹｰﾄ調査票の作成

・施工合理化調査票の作成 監督事項
・施工合理化調査票の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工後】の受理・確認・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工後】の作成

・施工合理化調査票の作成 監督事項
・施工合理化調査票の受理・確認

4.UAVを用いた出来形管
理の留意点は？

5.ICT活用工事の検査方
法は？

～ICT活用の手引き～（Ｐ１３）
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２ ICT活用工事の設定（施工者希望型の手続き概要）

【加点インセンティブを設ける方式（Ⅰ型）について】

• i-Construction型工事については、施工能力評価型の手続きの中で、「企業能力」の評価項目に「
ICT技術の活用計画」を設定

• 同項目の加点を目的とする「虚偽記載」が判明した場合等、履行しない場合にはペナルティの対象（
工事成績の減点）となる場合がある（契約後の協議状況から判断）

企業能力の評価に「ICT技術の活用」を設定
ＩＣＴ施工を実施する者は、契約後の協議を経
て契約変更ができることを明記

ICT活用計画を提出（使用技術のチェックリス
トや機材調達の目途など様式化）

ICT施工の内容に応じた加点

ＩＣＴ施工を希望する受注者は、変更協議を提出・協議を通じてICT施工の妥当性を判断

（可とする場合）ＩＣＴ施工を前提とするものに積算し、変更契約

契約後ＩＣＴ施工を提案し、認められた場合は
契約変更を行うことを明記

通常の入札（施工能力評価型）

通常の落札決定（施工能力評価型）

公告

入札

落札
決定

契約
変更

施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型

契約

45

４－１．ＵＡＶによる起工測量
機器構成、仕様確認時の留意点

機器構成

ＵＡＶ

｢無人航空機の飛行に関する許可・承認の審
査要領｣（航空局HP）の許可要件に準じた飛
行マニュアルが施工計画書の添付資料とし
て提出されます。

ＵＡＶの保守点検記録が添付されます。

デジタルカメラ

・計測性能及び計測精度が下記と同等以上
で、適切な点検管理が行われていることを示
す書類が添付されます。

ソフトウェア

出来形管理要領に対応する機能を有するソ
フトウェアであることを示すメーカーカタログ
あるいはソフトウェア仕様書が施工計画書に
添付されます。

・計測性能：地上画素寸法が１cm／画素以内
・測定精度：±５ｃｍ以内 ・・・精度確認試験を行う
・撮影方法：インターバル撮影または遠隔でシャッター

操作が出来る

UAV
飛行マニュアル

保守点検記録（製造元の点検(１回/年以上))

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ メーカ推奨の定期点検

ｿﾌﾄｳｪｱ 「ﾒｰｶｶﾀﾛｸﾞ」または「ｿﾌﾄｳｪｱ仕様書」

カタログ（例）

添付書類

チェックポイント

※地上画素寸法の確認方法、各段階における計測精度は、本
資料の参考（最終ページ）をご確認下さい。

計測性能は、UAV を用いた公共測量マニュアルを踏まえ、以下
の様になる。
起工測量時 ： 2cm/画素以内 精度±100mm以内
岩線計測時 ： 2cm/画素以内 精度±100mm以内
部分払い用出来形計測時 ： 3cm/画素以内精度±100mm以内
出来形計測時 ： 1cm/画素以内 精度±50mm以内

計測性能

この性能のカメラがあれば、各段階で利用可能。
起工測量では、２ｃｍ／画素以内でよいため飛行
高度をあげたり、記録画素数を下げることが可能。

・実際の現場条件に照らして、UAVによ
る起工測量が適当か判断する。
・UAVの飛行条件を確認して、関連法令
を順守する。

～ICT活用の手引き～（Ｐ２８）
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４－１．ＵＡＶによる起工測量
飛行計画の留意点

空中写真測量の撮影コース及びラップ率（重複度）を記
載します。

起工測量に利用する空中写真測量（ＵＡＶ）については
、以下の項目に留意し、撮影計画を作成します。

撮影計画の例

空中写真のラップ率（重複度）

・ 進行方向のラップ率は９０％以上とすること。
・ 隣接コースとのラップ率は６０％以上とすること。
・ 三次元点群データの要求精度によらず一定。

・ 飛行計画プログラムには、計測対象範囲・飛行高度・ラ
ップ率を指定すると、飛行ルートを自動生成するものを
使用する。この飛行ルートをＰＣ上で確認後、ＵＡＶへ転
送して、自動航行で飛行します。

撮影コース平面図

① 所定のラップ率、地上解像度が確保できる飛行経路及び飛行
高度の算出結果を記載する。

② 算出に使用するソフトウェアの名称を記載する。

③ 標定点の外観及び設置位置、標定点位置の測定方法を示した
設置計画を記載する。

④ 同一コースは、直線かつ等高度の撮影となるようした計画を記
載する。

⑤ 撮影区域を完全にカバーするため、撮影コースの始めと終わり
の撮影区域外をそれぞれ最低１モデル（２枚の空中写真の組み合
わせ）以上設定した計画を記載する。

⑥ 対地高度は、５０ｍ程度を標準とし、地上画素寸法（１ｃｍ／画
素以下）を確保出来ることを、使用するカメラの素子寸法及び画面
距離から求めるものとし、撮影高度は、対地高度に撮影区域内の
撮影基準面高を加えたものとした計画を記載する。

⑦ 高低差があり、等高度での一度の撮影ではモデル全体の地上
画素寸法が確保できない場合は、飛行を数回に分けることを検討し
ます。

⑧ 山間部の場合、ＧＮＳＳ電波の補足ができないこともあるため、
自動航行ができなくなることから、手動航行の準備をしておきます。

起工測量、岩線測量の場合

出来形計測では、
１ｃｍ／画素で撮影

揚重能力とバッテリー容量にも留意する

～ICT活用の手引き～（Ｐ２９）
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起工測量出来形計測

工種別

UAV レーザースキャナー 評価に必要な点群密度
（メッシュの大きさ）

※計測時の密度設定
要求精度
精度確認

地上画素寸法
要求精度
精度確認

計測最大距離

出来形計測 ±5cm以内 1cm/画素以内 ±20mm以内

精度確認試験
の

測定距離以内

1点以上／1㎡（1m×1m）

※出来形計測時は1点以上/0.01㎡
（10cm×10cm）にて実施

起工測量 10cm以内 2cm/画素以内 10cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線計測 10cm以内 2cm/画素以内 10cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm）
※計測密度は上記以上を確保する設定

部分払出来高 20cm以内 3cm/画素以内 20cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm）
※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線形測 部分払出来高

出来高数量 6000m3

利用場面ごとに要求される計測精度が異なる。

４．施工計画書【参考】 UAV・LSの計測精度 日本建設機械施工協会作成資料より ～ICT活用の手引き～（Ｐ２７）

48



設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等を基に、３次元設計データを作成する。

座標点リスト
線形計算書 平面図 横断図縦断図

始点から

終点まで

地形との接点
まで

・設計図書と線形計算書に示される情報から幾何形状の要素を読み取って、作成する。

準備する資料

３次元設計データの要素データ作成

外縁 （線形要素の起
終点がある場合）

３次元設計データ（ＴＩＮ）の作成

・入力した要素データを基に面的な３次元設計データ（ＴＩＮ）を作成する。
・線形の曲線区間においては、必要に応じて横断形状を作成した後にＴＩＮを設定する。
（例えば、間隔５ｍ毎の横断形状を作成した後にＴＩＮを設定する）。

７－１．３次元設計データの作成 ～ICT活用の手引き～（Ｐ４５）
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・３次元設計データ作成ソフトウェアは道路中心線形データの読み込みが可能です。
・道路中心線形データを読み込む場合、平面線形入力作業および縦断線形入力作業の簡略化が可能です。

７－１．３次元設計データの作成

===＝

３次元設計データの作成手順とイメージ

工事基準点入力

平面線形入力
（測点座標、曲線要素）

縦断線形入力
（勾配変化点要素）

出来形横断面形状入力
（出来形横断面要素）

作成手順

３次元設計データイメージ

本作成手順はICT設計データ変換ソフト（ （社）日本建

設機械化協会 施工技術総合研究所より無償で入
手）を用いた場合の例です。

縦断線形

縦断曲線長VCL

縦断変化点座標

円曲線

IP EP座標

直線緩和曲線
（クロソイド）

緩和曲線
（クロソイド）

直線

BP座標平面線形

道路中心線
（又は堤防法線）

出来形横断面形状

要素高

勾配(%)

勾配(1:x)

道路幅

座標系入力

道路中心線形データが詳細設計等で納品されている場合について参考

～ICT活用の手引き～（Ｐ４６）
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７－２．３次元設計データの照査

３次元設計データの照査イメージ

設計図書と３次元設計データとを照合し、設計図書の
不備および入力ミス等がないかを確認します。

UAVやLSによる出来形管理では、３次元設計データに
不備があると、出来形計測値の精度管理ができなくな
ります。

確認項目は、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出
来形管理の監督・検査要領（案）（土工編）[H28.3]（国
土交通省）」、 「レーザースキャナーを用いた出来形管
理の監督・検査要領（案）（土工編）[H28.3]（国土交通
省）」に掲載されているチェックシートによります。

参考URL: 
http://www.mlit.go.jp/common/001124403.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001124405.pdf

比較

紙図面・2次元CADデータ上で
記載内容を目視確認

基本設計データ作成ソフト
ウェア上で入力データを目
視確認

チェック入り図面 チェックシート

チェック部分

データの整合
性を確認

3次元設計データと２次元CADデータとの各データに相
違がないことを確認したチェックシートが監督職員へ提
出されるので○の記載があることを確認する。

※ 発注２次元図面を元に、自動的
にチェックするソフトウェアが製
品化されています。

～ICT活用の手引き～（Ｐ５３）
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７－２．３次元設計データ作成の照査

平成 年 月 日
工 事 名： ○○工事
受注会社名： (株)○○組
作 成 者： ○○ ○○ 印

３次元設計データチェックシート

（様式－１）

※１ 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。
※２ 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料の請求があった場合は

、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。
・工事基準点リスト（チェック入り）
・線形計算書（チェック入り）
・平面図（チェック入り）
・縦断図（チェック入り）
・横断図（チェック入り）
・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えることができる。

工事基準点は、事前に監督職員に提出している
工事基準点の測量結果と対比し、確認します。

平面図及び線形計算書と対比し、確認します。

縦断図と対比し、確認します。

・ソフトウェア画面と対比し、設計図書の管理項目
の箇所と寸法にチェックを記入します。

・３次元設計データから横断図を作成し、設計図
書と重ね合わせて確認します。

項目 対象 内容 
チェック

結果 

 １）基準点及び 

  工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

 ２）平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

 ３）縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

 ４）出来形横断面 

   形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

・出来形計測対象点の記号が正しく付与できているか？  

５）３次元設計 

データ 
全延長 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計データ 

は同一となっているか？ 
 

・３次元設計データの入力要素と３次元設計デー
タ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性が確認可能な３次元表
示した図を提出します。

３次元設計データチェックシートの提出の留意点 受注者が実施します

３次元設計データと設計図書の照合に用いた資
料は整備・保管し、監督職員から資料請求があっ
た場合には、速やかに提示します。

発注者は「○」が付記されて
いること確認します

～ICT活用の手引き～（Ｐ５４）
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７－２．３次元設計データの照査

基準点の確認（例） 横断図の確認（例）

データ重ね合わせによる横断図の確認（例）

作成したデータと図面の
形状を重ねてチェック

作成したデータと設計図面の
数値をチェック

ｿﾌﾄｳｪｱによる表示あるいは印刷物の
３次元ビューの確認（例）

作成したデータと設計図面の
数値をチェック

～ICT活用の手引き～（Ｐ５５）
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入力ミス
（横断データ）

入力ミス
（縦断データ）

入力ミス
（構成点データ）

７－２．３次元設計データの照査

３次元設計データ作成ソフトには、入力結果を立体視することが可能（ビューワ機能）となっています。

このため、本機能を活用することにより３次元設計データが正しく入力されているか確認が可能です。

なお、３次元設計データ作成ソフトメーカーからは、無償ビューワー付ファイルを作成するソフトが販売されています。

３次元ビューでの確認例

～ICT活用の手引き～（Ｐ５６）
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９．施工計画書（工事編）の作成

施工計画書(工事編)への記載事項

適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形写真管理基準を記載します。

利用する機器（UAV・LS）・ソフトウェア等を記載します。

UAVまたはLSによる出来形管理の選定の際に確認した以下の資料等を添付します。
・ソフトウェアの有する機能が記載されたメーカパンフレット等
・UAVやLSの精度を適正に管理していることを証明する検定書あるいは校正証明書

施工計画記載例： http://www.cbr.mlit.go.jp/kensetsu-ict/ict-proposal.html#04

～ICT活用の手引き～（Ｐ６０）
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出来形計測箇所の留意点

法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内に存在する計測点は評価から除外します。 （詳細は次ページ）

法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、小段部の出来形管理は、小
段部に設置する工種の出来形管理基準及び規格値によることができます。

ブロック・張芝等（土工を除く工種）は、従来通りの出来形管理基準及び規格値で管理します。

・計測範囲は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲
で１０ｃｍメッシュに１点以上の出来形座標値を取得します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

出来形計測箇所

法肩、法尻から水平方向に
±５ｃｍ以内に存在する計
測点は、標高較差の評価
から除く。
水平較差評価の場合には、
同様に、標高方向に±５ｃ
ｍ以内にある計測点はから
除く。

１１．出来形管理 ～ICT活用の手引き～（Ｐ６３）
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① 計測は１点以上／0.01ｍ２（10cm×10cm）の計測密度で
行う。（平面投影面積当たり）

② 法肩、法尻から水平方向に±５cm以内に存在する計測
点は、標高較差の評価から除く

③ 出来形管理の評価範囲は、計測点のうち、②を除いた範
囲となる。

④ 出来形管理の評価範囲にて、計測点と施工面の標高較
差で出来形計測を行う。

⑤ 出来形評価は、1点以上／1m2（1m×1m）で行う。

施工面 設計面

法肩 法尻

５ｃｍ ５ｃｍ ５ｃｍ ５ｃｍ

出来形管理の評価範囲

標高較差の算出箇所
１点／ｍ２以上

出来形管理の評価箇所

１１．出来形管理 ～ICT活用の手引き～（Ｐ６４）
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出来形管理基準及び規格値の留意点

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

・測定箇所は、平場面、天端面、法面の全面の標高較差または、水平較差とします。（現行の土木工事施工管理
基準に定められた基準高、法長、幅とは異なる ）

・法肩、法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は標高較差の評価から除きます。

・同様に鉛直方向に±５ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除きます。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

※ここでの勾配は、鉛直方向の長さ１に対する水平方向の長さXをX割と表したものです。

１１．出来形管理

３.計測は天端面と法面（小段
を含む）の全面とし、全ての
天で設計面との標高較差また
は水平較差を算出する。
出来形評価の計測密度は１点
/m2（平面投影面積当たり）以
上とする。

～ICT活用の手引き～（Ｐ６５）
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１１－１．ＵＡＶによる出来形管理の場合の写真管理

出来形写真管理基準の留意点

ＵＡＶ出来形管理を実施する場合、従来と比較して、以下の点が異なります。
①撮影頻度の変更
②空中写真測量（ＵＡＶ）で撮影した写真の納品をもって、写真撮影に代える

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

工種
写真管理項目

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度

掘削工

土質等の判別 地質が変わる毎に１回 [掘削中] 代表箇所 各１枚

法長（法面） 撮影毎に１回 [掘削後]
写真測量に使用した

すべての画像

[道路] 路体盛土工
路床盛土工

[河川] 盛土工

巻出し厚 ２００ｍに１回 [巻出し時]

代表箇所 各１枚
締固め状況

転圧機械又は地質が変わる毎に
１回 [締固め時]

法長（法面）
幅（天端）

撮影毎に１回 [施工後]
写真測量に使用した

すべての画像

写真撮影例

区分
写真管理項目

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度

施工状況
図面との
不一致

図面と現地との
不一致の写真

撮影毎に１回 [発生時]
写真測量に使用した

すべての画像

～ICT活用の手引き～（Ｐ７０）
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・出来形管理資料を｢出来形帳票作成ソフトウェア」により作成することで、帳票を作成、保存、印
刷ができます。

・出来形管理図表は、出来形確認箇所（平場・天端、法面）ごとに作成します。
ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１１－３．出来形管理帳票の作成

出来形管理図表 作成の流れ

ヒートマップ

～ICT活用の手引き～（Ｐ７０）
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１１－３．出来形管理帳票の作成

作成帳票例（出来形管理図表）

・平均値
・最大値
・最小値
・データ数
・評価面積
・棄却点数

を表形式で
整理

・離れの計算結果の
規格値に対する割合
を示すヒートマップと
して
‐100%～+100%の範
囲で結果を色分け。

・±50%の前後、
±80%の前後が区別

できるように別の色
で明示。

・データのポイント毎
に結果をプロット。

規格値の50%以内に収まっている計測点の個数、規格値の80%以内に
収まっている計測点の個数を明示することが望ましい。

出来形管理帳票の作成時の留意点

３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）により出来形の良否判定を
行います。

出来形管理基準上の管理項目の計算結果と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各ポイ
ントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図にて明示します。

評価方法については、１３.検査で説明します。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７３）
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１１－４.出来形数量の算出

点高法による数量算出の条件と適用イメージ

・数量計算方法については、監督職員と協議を行います。
※標準とする体積算出方法は

① 点高法、② ＴＩＮ分割等を用いた求積、③ プリズモイダル法
ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

UAVやＬＳによる計測点群データを基に平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウェア等を用い
た方式により数量算出を行うことができます。

掘削土

盛土

ﾒｯｼｭを細かく設定することでより精度の
高い数量算出が可能（一辺は 0.5m 以下とす
る）

各ﾒｯｼｭの施工前・後の標高差

出来形計測と同位置において、施工前あるいは事前の地形データがUAVやＬＳ等で計測
されている場合、UAVやＬＳによる出来形計測結果を用いて、出来形数量の算出を行うこ
とができます。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７４）
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１１－４.出来形数量の算出（点高法のイメージ）

設計数量の算出
① 起工測量は、0.25m2（50cm×50cm メッシュ）あ

たり1点以上の計測密度で計測します。

② 設計数量は、設計面の標高値と、起工面の標高
値の差を積分して土量計算を行います。

※ 法肩（法尻）の５ｃｍを控除する出来形管理とは関
連していません。

設計面

起工面

土量＝メッシュ面積×標高差
・ １辺50cm以下
・ 四隅の標高差を平均する

点高法（四点平均法）

設計数量

※体積算出方法は３種類から選択
① 点高法
② ＴＩＮ分割等を用いた求積
③ プリズモイダル法

※ 本図は、点高法で記しています。

メッシュ端部では、設計面
の外側となり、標高差０の
部分があります。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７５）
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１１－４.出来形数量の算出（軟弱地盤：沈下板設置箇所）

設計面

起工測量面

沈下板設置時の土量計算
① ＩＣＴ活用工事のために、従来よりも手間が増えないことを、基本的な考え方とします。
② 起工測量面より上側の土量計算は、標高値の差で３次元方式で行う。
③ 起工測量面より下側（沈下部分（黄色））の土量計算は、従来どおりの平均断面法で行う。
④ ②③に代わり、起工測量面と沈下板結果元にして、沈下後起工測量面を３次元的に設定し、

設計面との標高値の差で土量計算を行っても良い。
⑤ その他、適切と思われる算出方法があれば、その方法で行っても良い。

沈下面（想定）

ロッド

沈下板
当初位置

沈下板
施工後位置

沈下部分（黄色）
（平均断面法等で算出）

上側部分（緑色）
（標高差の積分で算出）

詳細は個別に協議してください。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７６）
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１１－５．数量算出（起工測量，岩線計測）

設計照査のための数量算出イメージ 設計変更（岩区分）のための数量算出イメージ

ＬＳ計測①
ＬＳ計測②

ＬＳ計測③

取得した起工測量計測データ，岩線計測データ（どちらもＴＩＮデータ）と、３次元設計データ（ＴＩＮ
データ）から数量算出を行います。

数量の算出方法は、平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方法があります。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７７）
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１２．電子成果品等の作成

電子成果品の作成の実施内容と解説事項

本手引き書の対象範囲

受注者は、UAVやLSによる出来形管理では、出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電
子成果品）が、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納して提出し
ます。発注者はその内容を確認します。

受注者は、アンケート調査票【施工後】や施工合理化調査表を作成し、提出します。発注者はそ
の内容を確認し、取りまとめ担当に提出します。

電子納品要領の改訂で、協議により、Ｂｌｕ－ｒａｙディスクの使用が可能となっています。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・電子成果品の作成 ・電子成果品の受理・確認

・アンケート調査票【施工後】の作成 ・アンケート調査票【施工後】の受理・確認

・施工合理化調査表の作成 ・施工合理化調査表の受理・確認

電子成果品の作成

アンケート調査票【施工後】
の作成

施工合理化調査表の作成

～ICT活用の手引き～（Ｐ７８）
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・格納するファイル名は、空中写真測量(UAV)を用いた出来形管理資料が特定できるよう
に記入します。

・トレーサビリティ確保のため、３Ｄ出来形管理の全データが対象となっています。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１２－１．ＵＡＶによる出来形管理の場合

ファイル命名規則

電子成果品に作成・提出時の留意点

電子成果品として、

①３次元設計データ

②出来形管理資料

③空中写真測量(UAV)による出来形評価用データ

④空中写真測量(UAV)による出来形計測データ

⑤空中写真測量(UAV)による計測点群データ

⑥工事基準点および標定点データ

⑦空中写真測量(UAV)で撮影したデジタル写真

を「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納します。

～ICT活用の手引き～（Ｐ７９）
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１３－１．書面検査

書面検査時の検査職員の確認内容の概要

UAVやＬＳを用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容

施工計画書に記載された出来形管理方法について、監督職員が実施した「施工計画書の
受理・記載事項の確認結果」を工事打合せ簿で確認します。

設計図書の３次元化に係わる確認

設計図書の３次元化の実施について、工事打合せ簿で確認します。

UAVやＬＳを用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等

出来形管理に利用する工事基準点や標定点について、受注者から測量結果が提出されて
いることを、工事打合せ簿で確認します。

３次元設計データチェックシートの確認

３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを受注者が確認した「３次元
設計データチェックシート」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。

UAVやＬＳを用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認

UAVやＬＳを用いた出来形計測が適正な計測精度を満たしているかについて、受注者が確
認した「精度確認試験結果報告書」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。

～ICT活用の手引き～（Ｐ８３）
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１３－１．書面検査

書面検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

ＬＳを用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認

出来形管理図表について、出来形管理基準に定められた測定項目、測定頻度並びに規格値を
満足しているか否かを確認します。

バラツキについては、各測定値の設計との離れの規格値に対する割合をプロットした分布図の
凡例に従い判定します。

出来形管理図表 作成例 （合格の場合） 出来形管理図表 作成例 （異常値有の場合）

～ICT活用の手引き～（Ｐ８４）
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品質管理及び出来形管理写真の確認

「品質管理及び出来形管理写真基準」に基づいて撮影されていることを確認します。

電子成果品の確認

出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電子成果品）が、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「
ICON」フォルダに格納されていることを確認します。

アンケート調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等の確認

アンケート調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します
。

１３－１．書面検査

書面検査時の検査職員の確認内容の概要

UAVによる出来形管理
の場合

LSによる出来形管理の
場合

～ICT活用の手引き～（Ｐ８５）
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１３－２．実地検査

実地検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で指定した箇所（１工事につき１
断面）の出来形計測を行い、３次元設データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検査します。

検査の頻度は以下のとおりです。

ここでいう断面とは厳格に管理断面を示すものでなく、概ね同一断面上の数カ所の標高を計測することを想定していま
す。

なお、新基準を適用できない場合は、従来の代表断面における幅、法長、基準高などの設計値と実測値の比較による
検査を行ってもよいこととなっています。ただし、検査頻度は、代表断面１断面です。

～ICT活用の手引き～（Ｐ８６）
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書面検査時

検査職員は、電子納品物から出来形管理データを表示させて、自らが指定した箇所の３次元設デ
ータの設計面の位置並びに標高、受注者が計測した出来形管理値の計測結果をメモします。

１３－２．実地検査

実地検査時の検査職員の出来形管理の確認手順の例

実地検査時

検査職員は、現地では出来形管理用TSやGNSSローバーの誘導機能を使用して、自らが指定し

た箇所の出来形計測を行い、３次元設データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検
査します。

（場合によっては確認手順が逆とする場合もあります）

TS出来形用の基本設計データの
作成は必要ありません。

計測したＸＹ座標を元に、ＰＣ上で３Ｄ設計
値のＺ（設計値）を算出して、Ｚ（計測値）と
比較を行うことで十分とする。

～ICT活用の手引き～（Ｐ８７）
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１３－２．実地検査

出来形管理用TSを用いた実地検査の内容の概要

TSによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の
設計値を自動算出

任意管理断面

∆H

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が確認
できる機能
①計測箇所の断面位置

②計測箇所における設計高
さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点

～ICT活用の手引き～（Ｐ８８）
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１３－２．実地検査

GNSSローバーを用いた実地検査の内容の概要

GNSSローバーによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の設
計値を自動算出

任意管理断面

∆H

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が確
認できる機能
①計測箇所の断面位置
②計測箇所における設計
高さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点

（固定局）

～ICT活用の手引き～（Ｐ８９）
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１３－３．工事成績評定

工事成績評定要領の運用についての改定箇所

～ICT活用の手引き～（Ｐ９１）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．その他
（質問や疑問、アンケート結果）

, Kyusyu Regional Development Bureau 76



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

4‐1. i‐Constructionに対する質問や疑問

77

i‐Constructionに対する質問や疑問

1. ICT土工で経営環境が改善するのか？

2. 機器調達費、外注費が高くて、導入に踏み切れない。

3. 気軽に相談できる窓口はないのか。

4. 積算はどうするのか。

5. 施工管理要領、監督・検査要領は整備されているのか。

6. 対象工事規模はどの程度を想定しているのか。発注方
式等参考になるものはないか。

はじめに、i‐Constructionの導入にあたり、何が問題になりますか？
○アンケート等で多く寄せられる質問や疑問

施工業者

発注者
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（１）． 経営環境の改善

Q1.ＩＣＴ⼟⼯で経営環境が改善するのか？

・外注費が増えるイメージしかない。

・内製化するにしても、測量の現地作業の出⾯を
減らすくらいでは投資を回収できない。

・作業時間を少しくらい短縮しても原価は実拘束
時間で⽀払っているので原価低減にならない

79

（１）． 経営環境の改善

・ＩＣＴ⼟⼯はあくまでＩＣＴ導⼊のきっかけ
・ＩＣＴを使いこなさなければ、経営環境の

改善にはなりません。ノウハウが重要
設計変更（の請求）が容易に

施工履歴データ等

点群データ化

数量算出

リッチな施⼯情報を利益につなげる⼯夫を

Ｌ
（
断
面
間
距
離
）

V=(A1+A2)÷2×L

中
心
線
形

管理断面間の数量計上

切土

切土（硬岩）

平均断面法

点高法盛土
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（２）. 導入コスト

Q2. 機器調達費、外注費が⾼くて、導⼊に踏み切れな
い。

・ICT対応の建設機械は、通常の建設機械よりも割
⾼である。

・レンタルや外注でも費⽤が⾼く、なかなか⼿を
出せない。

・機械だけでなく、PCやソフト等にも費⽤がかか
る。

TSは購入したが、・・・。

機械を安く購入、リースで
きる方法はないか？
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（２）. 導入コスト

• 建設機械関係の補助⾦・低利融資・税制優遇制度を利⽤できます
。

補助⾦・低利融資・税制優遇制度の活⽤で導⼊コストを削減

省エネルギー型建設機械導入補助事業（地球温暖化対策）

エコリース促進事業補助金制度（地球温暖化対策）

補助金

低利融資

環境・エネルギー対策資金（排出ガス対策、地球温暖化対策）

IT活用促進資金(企業活力強化貸付)（情報化施工機器）

税制優遇

中小企業等経営強化法 中小企業投資促進税制生産性向上設備投資促進税制

革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金（H28.11.14～H29.1.17）
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省エネルギー型建設機械導入補助事業

補 助 対 象 燃費性能の優れたオフロード⾞等（※2）の新規導⼊（購⼊及びリース・レンタル）
対 象 者 補助対象⾞両を購⼊する⺠間事業者
補 助 率 通常⾞両との価格差（上限300万）の１／１または２／３

⼀般財団法⼈製造科学技術センター 省エネ機械導⼊促進事業本部
http://www.eco-kenki.jp/

○ 省エネルギー型建設機械導⼊補助事業（地球温暖化対策）

詳 細 等

（※2）オフロード法の2011年⼜は2014年基準適合表⽰が付されたものであって、情報化施⼯技術等の先進的な技術を
     備えており、かつ国⼟交通省が定める燃費基準を達成したもの。

補助⾦

補助対象車両の購入価格と基準価格の差額の定額または2/3（上限300万円）

燃費性能の優れたオフロード車等（※２）の新規導入（購入及びリース・レンタル）
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省エネルギー型建設機械導入補助事業

資料名 必
須

公開様
式

備考

契約形態に関
わらず共通な提
出資料

1 （代行申請の場合）
省エネルギー型建設機械導入補助金交付申請書（代行申請用）
（個別申請の場合）
省エネルギー型建設機械導入補助金交付申請書（個別申請用）

○ あり

2 定款もしくは登記事項証明書 ○ なし

3 車両代金支払証憑の写し ○ なし

4 購入価格の明細表 △ なし 購入車両に補助
対象外費用が含
まれている場合
（オプション品
等）

5 取得財産等管理台帳。取得財産等明細表明細表写し ○ あり

6 未使用であることを証する製造事業者発行の譲渡証明書又は販
売証明書の写

○ なし

7 「利益等排除」に関する関係書類 △ なし 補助金申請者が
自社から調達す
る場合

契約形態に関わらず共通な申込時の提出資料一覧
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省エネルギー型建設機械導入補助事業

省エネルギー型建設機械導入補助金交付申請書例
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エコリース促進事業補助金制度

（リース総額：65万円以上2億円以下（補助金：1.95~600万円））
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エコリース促進事業補助金制度

平成28年度エコリース促進事業費補助金補助金申込書（事業者用）例
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環境・エネルギー対策資金
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環境・エネルギー対策資金・IT活用促進資金

資料名 必須 公開様
式

備考

リース契約前補助
金申込時に必要な
資料

1 会社概要 ○ あり

2 製品カタログ ○ なし

3 法人の登記事項証明書 ○ なし

4 最新3期分の決算書・税務申告書 ○ なし

5 納税証明書 ○ なし

6 最近の試算表 △ なし 決算月から時間が経っている
場合

7 設備概要のわかる資料 △ なし 設備投資を行う場合
見積書等

8 担保の内容がわかる資料 ○ なし 登記事項証明書など

ご
相
談

お
申
込

審

査

ご
融
資

ご
返
済

最寄りの日本公庫
各支店に相談

必要資料の提出 貸付契約の打合せ

申込時の主な提出資料一覧及び申請の流れ
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環境・エネルギー対策資金・IT活用促進資金

会社概要様式：例（１/2）
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環境・エネルギー対策資金・IT活用促進資金

会社概要様式：例（2/2）
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中小企業等経営強化法
（H28.7.1施行）

中小企業投資促進税制
生産性向上設備
投資促進税制

期 間 ～H31.3末 ～H29.3末 ～H29.3.末

利用できる方

中小企業（資本金1億円以下）、個人事業主 青色申告している
法人・個人事業主

（対象業種や企業規模に制限なし）
担当省庁（建設業は国交省）による経
営力向上計画の認定必要

（賃貸業は対象外）

対象設備

160万円以上の機械及び装置であること

経営力向上計画に基づき取得する新規
の機械装置（生産性が年平均1%以上向
上する設備等）

生産性向上に資する一定の設備等（右
記のA類型、B類型）は、上乗せ措置を
適用

最新設備を導入する場合（A類型）
利益改善のための設備を導入する場合
（B類型）

優遇内容

固定資産税 法人税

固定資産税の課税標準を

3年間1/2に軽減
（1.4%→0.7%）

個人事業主、資本金3千万円以下

特別償却30%又は税額控除7%

資本金3千万円超1億円以下

特別償却30%

特別償却50%又は税額控除4%

そ の 他

＜その他の支援措置＞

政策金融機関の低利融資、民間金融機
関の融資に対する信用保証、債務保証
等による円滑な資金調達を支援

＜上乗せ措置の内容＞

個人事業主、資本金3千万円以下

特別償却即時又は税額控除10%

資本金3千万円超1億円以下

特別償却即時又は税額控除7%

＜対象設備の要件＞

A類型
・最新モデルであること
・生産性が年平均1%以上向上している

こと

B類型
・投資利益率が15%以上（中小企業者等

は5%）であること

制度紹介HP
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyok
a/index.html

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeis
ei/2014/tyuusyoukigyoutousisokusinzeis
ei.htm

http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_sais
ei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.ht
ml

建機等の購入に際して活用できる税制優遇（参考）

※詳細は、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。
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省エネルギー型建設機械導入補助金
革新的ものづくり・商業・サービス開発支援

補助金

期 間 ～H29.3.16 H28.11.14～H29.1.17

利用できる方
民間企業等（民間企業、その他の法人（独立
行政法人を除く）及び個人事業者）

中小企業・小規模事業者
●３～５年で、「付加価値額」年率３%及び「経常利
益」年率１%の向上を達成できる計画
●「中小ものづくり高度化法」に基づく特定ものづ
くり基盤技術を活用した生産プロセスの改善等を行
い、生産性を向上させる計画

対象設備

・国土交通省策定の燃費基準値を超える（3
つ星以上）燃費性能等を有する。
・オフロード法排出ガス四次規制等に適合し
た油圧ショベル、ブルドーザ又はホイール
ローダ
・『ハイブリッド機構』、『情報化施工』又
は『電気駆動』等の先端的な省エネルギー技
術が搭載されていること
・執行管理団体に設置する有識者委員会で審
査決定された型式
これらをすべて満たす建設機械の導入に対し
て補助

①第四次産業革命に向けて、IoT・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ・AI・ﾛ
ﾎﾞｯﾄを活用する革新的ものづくり・商業・サービス
の開発を支援。
②中小企業・小規模事業者のうち経営力向上に資す
る革新的ものづくり・商業・サービス開発を支援。

※過年度の「平成２７年度補正ものづくり・商業・
サービス新展開支援補助金」とほぼ同じなので、ICT
活用工事で必要な建設機械以外の投資（ソフトウェ
ア等）に活用できる可能性がある。※採択可否は個
別事象による。

補助率
補助率：補助対象車両の購入価格と基準価格

の差額の定額または2/3
補助上限額：300 万円

①（補助上限額：3,000万円 補助率：2/3）
②（補助上限：1,000万円・500万円 補助率：
2/3）

制度紹介HP
http://www.meti.go.jp/press/2016/05/2016051700
3/20160517003.pdf

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2016/161114mono
.htm

ICT建機やｿﾌﾄｳｪｱの購入に際しての補助金（参考）

※正確なところは、制度紹介HPやHPに記載の問い合わせ窓口で、ご確認ください。
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（３）. 相談窓口

Q3.気軽に相談できる窓⼝はないのか。

・ICTを導⼊・活⽤したいが何から⼿をつければ良
いのかわからない。

・説明会をもっと開催してほしい。

・相談窓⼝はないのか。

ドローン？
マシンコントロール？

3次元ソフト？
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（３）. 相談窓口

• 九州地方整備局の問合せ窓口、出前講座を活用できます。

相談窓⼝を積極的に活⽤し、ICTを円滑に導⼊

問合せ先

FAQなども
参考となる
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（４）. 積算

Q4.積算はどうするのか。

・ICT活⽤⼯事の積算はどうするのか。基準はある
のか。

・従来施⼯とどこが変わるのか。

・最終的に⼯事費は削減されるのか。
従来施工とどう違うのか？

機械経費、労務費等の考え
方は？
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路体（築堤）盛土（15,000m3）の場合の試算

機械経費 労務費・その他経費

省力化による減ICT建機の導入による増

ICT建機の普及による減

ICT建機の投資に見合う
積算基準を導入

《新たな積算基準のポイント》

①対象工種
・土工（掘削、路体（築堤）盛土、路床盛土）
・法面整形工

②新たに追加等する項目
・ＩＣＴ建機のリース料

（従来建機からの増分）
・ＩＣＴ建機の初期導入経費

（導入指導等経費を当面追加）

③従来施工から変化する項目
・補助労務の省力化に伴う減
・効率化に伴う日当たり施工量の増

従来施工の
1.1倍程度

・ＩＣＴ建機の普及に向け、ＩＣＴ建設機械のリース料などに関する新たな積算基準を策定
・既存の施工パッケージ型の積算基準をＩＣＴ活用工事用に係数等で補正する積算基準

※施工パッケージ型とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、材料費
を含んだ施工パッケージ単価を設定し積算する方式です。

※比較用の試算のため、盛土工のみで試算しています。実際の工事では、ＩＣＴ
建機で行わない土砂の運搬工等の工種を追加して工事発注がなされます。

ＩＣＴ土工用の新たな積算基準
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九州地方整備局

《新たな積算基準のポイント》

①対象工種
・土工（掘削、路体（築堤）盛土、路床盛土）
・法面整形工

②従来施工から変化する項目
・補助労務の省力化に伴う減
・効率化に伴う日当たり施工量の増

従来施工の
1.1倍程度

※施工パッケージ型とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、材
料費を含んだ施工パッケージ単価を設定し積算する方式です。

※比較用の試算のため、盛土工のみで試算しています。実際の工事では、ＩＣＴ建機
で行わない土砂の運搬工等の工種を追加して工事発注がなされます。

ＩＣＴ土工用の新たな積算基準

バックホウ：41,000円/日
ブルドーザ：39,000円/日

バックホウ：598,000円/式
ブルドーザ：548,000円/式

・ＩＣＴ建機の普及に向け、ＩＣＴ建設機械のリース料などに関する新たな積算基準を策定
・既存の施工パッケージ型の積算基準をＩＣＴ活用工事用に係数等で補正する積算基準

従
来
施
工

Ｉ
Ｃ
Ｔ
積
算

施工パッケージ型積算

労務費 機械経費、その他経費

ICT活用工事型積算要領

労務費 機械経費、その他経費 ICT建設機械経費 システム初期費

保守点検費

◆ 3次元起工測量、3次元設計データの作成を行う場合は、見積により設計変更
◆ 3次元出来形管理及び納品等に係る費用は間接費に含まれるため別途積み上げは行わない！

新たに追加する項目

路体（築堤）盛土（15,000m3）の場合の試算

バックホウ：0.05人／日
ブルドーザ：0.11人／日
※土木一般世話役で運転日数分計上
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（５）.施工管理要領、監督・検査要領

Q5.施⼯管理要領、監督・検査要領は整備されているの
か。

・ICT⼟⼯に対応した施⼯管理要領、監督・検査要
領は整備されているのか。

・どこのホームページで公開されているのか。
要領・基準等はどこに

ある？
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（５）.施工管理要領、監督・検査要領

• i‐Constructionに関する要領・基準として、調査・測量、設計、
施工管理、数量算出、監督・検査等に係る15の新基準+積算
基準が整備されています。

• 出来形管理、監督検査に関しては、UAVを用いる場合、レー
ザースキャナーを用いる場合の要領が定められています。

・

UAV（無人航空機） レーザースキャナー
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名称 新規 改訂 本文参照先（URL）

調
査
・
測
量
、
設
計

１ ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） ○
http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.
html

２ 電子納品要領（工事及び設計） ○
http://www.cals-ed.go.jp/cri_point/
http://www.cals-ed.go.jp/cri_guideline/

３ 3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む） ○
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bunya/cals/des.ht
ml

施
工

４ ICTの全面的な活用の実施方針 ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124407.pdf

５ 土木工事施工管理基準（案）（出来形管理基準及び規格値） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou/pdf/280
330kouji_sekoukanrikijun01.pdf

６ 土木工事数量算出要領（案）（施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）を含む） ○ ○
http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sr/
suryo.htm
http://www.mlit.go.jp/common/001124406.pdf

７ 土木工事共通仕様書 施工管理関係書類（帳票：出来形合否判定総括表） ○
http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/in
dex.html

８ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124402.pdf

９ レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124404.pdf

検
査

１０ 地方整備局土木工事検査技術基準（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１１ 既済部分検査技術基準（案）及び同解説 ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１２ 部分払における出来高取扱方法（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

１３ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124403.pdf

１４ レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124405.pdf

１５ 工事成績評定要領の運用について ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

積算基準 ＩＣＴ活用工事積算要領（施工パッケージ型積算方式） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124408.pdf

新たに導入する15の新基準
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（６）.工事規模、発注方式

Q6.対象⼯事規模はどの程度を想定しているのか。発注
⽅式等参考になるものはないか。

・どの程度の⼯事規模でICT⼟⼯を導⼊すれば良い
のか。

・どのような発注⽅式となるのか。
ICT⼟⼯を導⼊する⼟

量の⽬安は？
発注はどうする？
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【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

土工量
1,000m3以上

「ICT活用工事」
に設定

Yes

No

予定価格が
３億円以上

土工量
20,000m3以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】※
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】※
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

No ICT建設機械
の施工

No

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）機械施工経費のみ
変更計上する

Yes

従来施工

《①～⑤の

全面活用を希望し
なかった場合》

(10,000m3以上：Ts出来
形管理使用原則)

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階において
ICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

ICT建設機械の施工等、自主的な活用は
妨げない。（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ対象外）

ICT活用工事【土工】の実施方針

注：浚渫及び水面下の掘削は対象外

※発注者指定型、施工者希望Ⅰ型において、受注者の責によりＩＣＴの全面的な採用ができない場合は、減点の措置を講ずる事とする 103

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

4‐2. i‐Constructionに関するアンケート結果
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・九州管内のH25～H27で直轄受注実績のある一般土木Ｃ業者 約304社を対象
・上記以外で、直轄の一般土木C・D業者を対象に九州各県での受注実績のある建設業者

約615社を対象（ﾗﾝﾀﾞﾑ抽出)
・追加アンケート（講習会参加者に対しアンケートを実施） 約100社から回収

１．アンケート対象者（919社）

・調査期間：10月31日～11月30日

２．アンケート調査期間

・対 象 者：上記アンケート提出業者より20社程度を抽出
・調査期間：1月上旬～2月上旬
・調査方法：対面形式のヒアリング

３．聞き取り調査（追加調査）

４．今後の展開

・より効果の高い周知方法、講習内容、基準・要領の問題点抽出等、普及促進に向け検討

アンケート調査の実施概要
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アンケートの回収率

■回収率

①九州管内のH25～H27で直轄受注実績のある一般土木Ｃ業者
⇒155社／304社（51％）

②上記以外で直轄の一般土木C・D業者を対象に九州各県での受注実績のある業者
⇒126社／615社（20％）

③小計 ⇒281社／919社（31％）

④追加アンケート（講習会参加者に対しアンケートを実施）
⇒100社

（直轄：58、県業者：42）

⑤合計 ⇒381社
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アンケート調査の実施概要

当初の目的

1) ICT土工の認知度、活用状況、ICT機材の調達方法等の実態把握
2) アンケートを行うことによるi-Constructionの周知（普及促進）
3) 普及促進のための課題の抽出
4) 前回(H28.1)アンケート調査結果との比較（効果測定）

結 果

1) P109～118アンケート調査結果を参照
2) 前回アンケート(H28.1)よりi-Constructionの認知度は21%上昇している

3) 課題については次頁のまとめ参照
4)  ◆認知度：７６％（H28.1） → ９７％（今回調査）

◆LS(ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ)活用：5.4%（H28.1） → 26%（今回調査）
◆補助金制度：２９％（H28.1） → ４６％（今回調査）

はい, 207, 97%

いいえ, 6, 3%

国土交通省のi‐Constructionの取組みについて 参考：県業者の認知度 前回アンケート
(直轄業者対象)

並の認知度
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アンケート調査結果（まとめ）

直轄業者のi-Constructionの認知度は97%。（前回アンケート時は76％）
ただし、県業者は77％程度であり、県業者への普及促進が課題である。
ICT土工の未導入に対する課題としては、機器の調達費や外注費、PC・ソフト等の

費用面の課題が多く挙げられている。
ITC土工への融資制度や補助金、税制優遇制度の認知度については、直轄は約

50％弱、県業者は30％程度の状況であり、これらの認知度を高める活動が必要
である。
情報化施工・ICT土工の活用実績がある県業者のうち、従来施工に関する効果につ

いては、工事成績の加点は無かった。今後は県発注工事での活用した場合のメリットを
検討していく必要がある。

■i-Constructionの認知度・ICT土工の効果・課題について

ICT土工の情報提供に関する期待については、直轄業者、県業者ともに、「講習会・
説明会の充実化」に対する要望が最も多かった。
また、ICT土工の施工管理要領、監督検査要領に関する情報についても要望が高く、

今後、これら要領類に関する情報配信に向けた取り組み必要である。

■i-Constructionに関する不足情報、提供について
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はい, 207, 97%

いいえ, 6, 3%

国土交通省のi‐Constructionの取組みについて

i-Constructionの認知度

本社所在地・取組みについて

■直轄業者

■県業者

福岡県
18%

佐賀県
12%

長崎県

6%

熊本県

17%

大分県
13%

宮崎県
18%

鹿児島県
16%

本社所在地

福岡県

20%

佐賀県

12%

長崎県

10%

熊本県

14%

大分県

19%

宮崎県

12%

鹿児島県

13%

本社所在地

はい

77%

いいえ

23%

国土交通省のi‐Constructionの取組みについて

県業者はi-Constructionの取組
について1/4程度は認知してい
ないと回答

地方自治体を含む
県業社等への説明
の必要性
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直轄業者はi-Constructionの取
組みついてはほぼ全業者が認知
している（前回は76％）

①講習会・説明

会
39%

②新聞記事
19%

  HP
18%

④書籍・雑誌
18%

⑤その他
6%

i‐Constructionの取組に関する情報源※複数回答可

①講習会・説明

会
47%

②新聞記事
16%

  HP
20%

④書籍・雑誌
13%

⑤その他
4%

i‐Constructionの取組の情報源※複数回答可

はい
32%

いいえ
68%

ICT土工活用実施

ICT土工活用実績

２．取組みの関する情報源・ICT土工の活用実績について

■直轄業者

■県業者

はい
12%

いいえ

88%

ICT土工の活用実績

講習会・説明会及び
広報活動の必要性

直轄・県業者ともに情報
源は講習会・説明会から
が最も多い

⑤その他
・メーカからの営業により
・リース会社から情報入手
・意見交換会

⑤その他
・インターネット・テレビ
・入札公告の中の条件から
・意見交換会
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①着工前測量
18%

②工事の進捗

管理

31%

③工事の出来

形管理
6%

④工事の出来

高管理
6%

⑤地元説明用
21%

⑥その他
18%

ドローンの活用方法

①着工前測量
15%

②工事の進捗

管理
36%

③工事の出来

形管理
10%

④工事の出来

高管理
6%

⑤地元説明用
25%

⑥その他
8%

ドローンの活用方法

ドローン・地上型レーザースキャナーの活用方法

■直轄業者

■県業者

①着工前測量

53%

②工事の進捗

管理

9%

③工事の出来

形管理
21%

④工事の出来

高管理

5%

⑤地元説明用
6%

⑥その他
6%

地上型レーザースキャナーの活用方法

①着工前測量, 

1, 25%

⑤地元説明用, 
1, 25%

⑥その他, 2, 
50%

地上型レーザースキャナーの活用方法

直轄・県業者ともにド
ローンの活用方法は工
事の進捗管理が最も多
い

LSでの着工前測
量はICT活用工
事によるものと
推測

⑥その他
・着工前、進捗、完成
写真撮影
・安全管理
・3次元化検証

⑥その他
・3次元化検証

・施工管理の工夫
設計データの作成

⑥その他
・着工前・完成の写真

⑥その他
・切土の土量計算
(着工前・完了後）
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24%

 
17%

 
14%

 
10%

 
4%

 
10%

 
4%

 
10%

 

7%

従来施工に対するの効果

①作業効率
②品質
③安全
④熟練者不足への対応
⑤環境影響
⑥総合評価の加点
⑦工事成績の加点
⑧工事書類の簡素化
⑨検査の簡素化
⑩人材育成
⑪その他

 
26%

 
10%

 
15%

 
4%

 
0%

 
9%

 
17%

 
5%

 
5%

 
4%

 
5%

従来施工に対する効果

ICT土工を活用したことによる従来施工に対する効果

■直轄業者

■県業者

直轄・県業者ともに作
業効率の向上が最も多
い

⑪その他
・視覚効果の向上
・ 3D化により詳細部分の把握
・他社との差別化、競争力の強化

①作業効率
②品質
③安全
④熟練者不足への対応
⑤環境影響
⑥総合評価の加点
⑦工事成績の加点
⑧工事書類の簡素化
⑨検査の簡素化
⑩人材育成
⑪その他

⑪その他
・発注者の反応は良好だった
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9%  

6%

 
8%

 
7%

 
9%

 
8% 

6%

 
8%

 
2%

 
9%

 
9%

 
3%

 
9%

 
7%

未導入の理由

 
5%

 
1%

 
11%

 
9%

 
12%

 
9% 

9%

 
10%

 
2%

 
5%

 
8%

 
3%

 
2%

 
14%

未導入の理由

ICT土工の未導入理由

■直轄業者

■県業者

費用面の課題が多
く挙げられた

①ICT建機の不足
②取扱企業との付き合い無し
③3次元測量の外注費用が高い
④３次元設計データ作成の費用が高い
⑤ICT建機のリース費用が高い
⑥ICT建機の購入費用が高い
⑦3次元の施工管理に要する費用が高い
⑧3次元データを扱えるPC・ソフト費用が高い
⑨基準が厳しく生産性が向上しないと判断した
⑩ICT建機を操縦できる技術者がいない
⑪３次元データを扱える技術者がいない
⑫ICT土工だけでは工事全体の生産性は向上しないと判断した
⑬ICT土工の内容を理解しておらずわからない
⑭その他

①ICT建機の不足
②取扱企業との付き合い無し
③3次元測量の外注費用が高い
④３次元設計データ作成の費用が高い
⑤ICT建機のリース費用が高い
⑥ICT建機の購入費用が高い
⑦3次元の施工管理に要する費用が高い
⑧3次元データを扱えるPC・ソフト費用が高い
⑨基準が厳しく生産性が向上しないと判断した
⑩ICT建機を操縦できる技術者がいない
⑪３次元データを扱える技術者がいない
⑫ICT土工だけでは工事全体の生産性は向上しないと判断した
⑬ICT土工の内容を理解しておらずわからない
⑭その他

⑭その他
・導入できる現場が受注できていない
・技術者不足と高齢化の現状で、新たに
社内に専門にソフトを扱える別部署が必
要と考えている

⑭その他
・該当工事受注なし

補助金制度や積算
等を含む費用面で
の説明の必要性
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①講習会・説明

会の充実
40%

②ホームペー

ジ（事例紹介、

活用効果等）の

充実
25%

③初心者向け

の入門書の発

行
25%

④雑誌等にお

ける特集記事

の掲載
9%

⑤その他
1%

情報化施工、i‐Constructionに関する情報提供についての期待

①講習会・説

明会の充実
40%

②ホームペー

ジ（事例紹

介、活用効果

等）の充実
25%

③初心者向け

の入門書の発

行

24%

④雑誌等にお

ける特集記事
の掲載

7%

⑤その他
4%

情報化施工、i‐Constructionに関する情報提供についての期待

情報提供に関する期待について

■直轄業者

■県業者

講習会・説明会の充実
に関する期待が大きい

⑤その他
・積算基準の制定・公開
・実際体験できる場の提供
・ソフト面の簡易化

⑤その他
・実地体験できる場
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不足情報・提供してもらいたい情報について

■直轄業者

■県業者

 
5%

 

5%

 

16%

 
9%

 

10% 

13%

 
15%

 

12%

 
6%

 

8%

 
1%

情報化施工、i‐Constructionに関しての不足情報・提供情報 ①i-Constructionの概要
②ICT土工の概要
③ICT土工の施工管理要領・監督検査要領
④ICT土工に関する講習会の情報
⑤ICT土工に関する現場見学会の情報
⑥ICT土工の導入効果に関する情報
⑦ICT土工に関する機器・ソフトに関する情報
⑧各支援情報
⑨全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）
⑩施工時期の平準化
⑪その他

 

12%

 

10%

 

10%

 

11%
 
10%

 

13%

 

11%

 

10%

 

6%

 

7%

 

0%

情報化施工、i‐Constructionに関しての不足情報・提供情報
①i-Constructionの概要
②ICT土工の概要
③ICT土工の施工管理要領・監督検査要領
④ICT土工に関する講習会の情報
⑤ICT土工に関する現場見学会の情報
⑥ICT土工の導入効果に関する情報
⑦ICT土工に関する機器・ソフトに関する情報
⑧各支援情報
⑨全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）
⑩施工時期の平準化
⑪その他

施工管理要領、監督検査要領に関す
る情報提供への期待が高い

導入効果に関す情報提供への期待が高い
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ICT土工の測量機器の調達方法に関して

■直轄業者
・県業者

①自社
30%

②レンタル
6%③自社＋レン

タル
9%

④外注
55%

ドローン

②レンタル
8%

③自社＋レン

タル
17%

④外注
75%

地上型レーザースキャナー

①自社
60%

②レンタル
9%

③自社＋レン

タル
19%

④外注
12%

TS

ドローン、地上レーザ
スキャナーの活用につ
いては、外注に委託し
ている場合が多い

TSについては、自社
保有が多い
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福岡県
7%

佐賀県

15%

長崎県
8%

熊本県

21%

大分県

4%

宮崎県
21%

鹿児島県

24%

本社所在地

ICT土工の活用実施ありの業者について（53/381業者がありと回答）

■本社所在地 ■従業員数

～10人, 1, 2%

10～20人, 8, 

15%

20～50人, 27, 

51%

50～100人, 10, 

19%

100人～, 7, 13%

従業員数

従業員数は20～50人
で約50％。

ICT土工活用実績あり
と回答した業者の所在
地は鹿児島県、宮崎県
が多い。
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はい
29%

いいえ
71%

はい
30%

いいえ
70%

はい
46%

いいえ
54%

はい, 46%

いいえ, 54%

はい
49%

いいえ
51%

はい
30%

いいえ
70%

施工機器購入等の融資制度・促進税制の認知度

●融資：日本政策金融公庫

情報化施工機器の購入等は、㈱日本政策
金融公庫の低利、長期の融資対象となるこ
とを知っていますか？

●省エネルギー型建設機械導入補助金

情報化施工機器を搭載した省エネルギー
型建設機械等の新規導入を補助する制
度について知っていますか？

●中小企業投資促進税制等

情報化施工機器の購入等は、税制優遇
制度の対象となることを知っていますか？

直轄業者 県業者

・直轄業者の認知度は50％程度
・県業者の認知度は30％程度に留まっている 118


